
（平成２４年１月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 32 件

国民年金関係 14 件

厚生年金関係 18 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 37 件

国民年金関係 15 件

厚生年金関係 22 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4654 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年１月から 57 年３月までの期間、

57 年７月及び同年８月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年２月から 55 年９月まで 

             ② 昭和 56 年１月から 57 年３月まで 

             ③ 昭和 57 年７月及び同年８月 

             ④ 昭和 57 年９月から 59 年 11 月まで 

    申立期間①、②及び③について、申立人は、これらの期間の国民年金

保険料はその母がＡ市で加入手続をして納付してくれた。昭和 55 年 10

月から同年 12 月までの保険料は納付されているが、私は、54 年９月頃

から 57 年３月頃までＢ刑務所に服役中だったので、その保険料は母が

納付してくれたものである。申立期間①、②及び③の未納期間を保険料

納付済期間として認めてほしい。 

    また、申立期間④の国民年金保険料は、私の母がＣ市（現在は、Ｄ

市）で納付してくれた。申立期間④の未加入期間を保険料納付済期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②及び③について、申立人は、当該期間の国民年金保険料は

その母がＡ市で加入手続をして納付してくれたとしているところ、申立

人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得

時期から、昭和 57 年 12 月頃に払い出されたと推認され、その時点では、

申立期間②及び③は保険料を納付できる期間である。 

  また、オンライン記録では、申立期間②の前後及び③の直前に当たる

昭和 55 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 57 年４月から同年６月ま

での期間は納付済みである上、納付したとするその母が、15 か月及び

２か月とそれぞれ比較的短期間及び短期間である申立期間②及び③の国

民年金保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 



                      

  

 

２ 申立期間①及び④について、申立人は、申立期間①の国民年金保険料

はＡ市で、④の保険料はＣ市でその母が納付してくれたとしている。し

かしながら、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとす

るその母は既に他界しており証言を得られず、申立人自身は、国民年金

の加入手続及び保険料納付に直接関与していないことから、これらの状

況が不明である。 

  また、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記１のとおり昭和 57 年

12 月頃に払い出されたと推認され、その時点では、申立期間①は時効

により国民年金保険料を納付できない期間である上、オンラインの氏名

検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡も見当たらない。 

  さらに、申立期間④については、申立人が所持する年金手帳の「国民

年金の記録」では昭和 57 年９月１日に国民年金の被保険者資格を喪失

したことが記載されるとともに、Ａ市の公印も押されており、これはオ

ンライン記録と一致していることから、当該期間は未加入期間と推認さ

れ、制度上保険料を納付できない期間である上、上記のオンラインの氏

名検索のほか、「国民年金手帳記号番号払出簿」（紙台帳）の閲覧（Ｃ

市に係るもの）により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡も見当たらない。 

  加えて、申立期間①は、128 か月と長期間であり、行政機関において、

長期間にわたり国民年金の記録管理に誤りが続いたとは考え難い上、申

立期間①及び④の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 56 年１月から 57 年３月までの期間、57 年７月及び同年８月

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4655 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年６月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年６月から 47 年３月まで 

    私は、20 歳になった昭和 45 年＊月頃に、国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料は、父が経営していた工場に来る集金人に両

親やその工場で一緒に勤務していた従業員の保険料と一緒に、現金を渡

して納付していた。申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 45 年＊月頃に、国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料は、父が経営していた工場に集金に来る集

金人に現金を渡して納付していたとしているところ、申立人の国民年金手

帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から 46 年１

月頃に払い出されたと推認され、このことから申立期間は保険料を納付す

ることが可能な期間である。 

   また、申立人は、申立期間を除き国民年金保険料を全て納付済みである

ことから、保険料の納付意識は高かったものと考えられる上、申立人が、

22 か月と比較的短期間である申立期間の国民年金保険料を納付できなか

った特段の事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4657 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和42年４月から43年３月までの期間及び47年10月から同年12

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年４月から 43 年３月まで 

             ② 昭和 47 年 10 月から同年 12 月まで 

    私の国民年金の加入手続については、私が 20 歳になった昭和 42 年＊

月頃に母がしてくれたと思う。国民年金保険料については、その加入時

点から 46 年５月に結婚するまでの期間は母が納付し、結婚後は夫が夫

婦二人分の保険料を一緒に納付していた。申立期間①及び②の保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立人が 20 歳になった昭和 42 年＊

月頃、その母が申立人の国民年金の加入手続を行い、その加入時点から

申立期間①を含む 46 年５月までの期間の国民年金保険料については、

その母が納付していたとしている。これについて、申立人の国民年金手

帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、44 年

２月頃に払い出されたと推認され、その時点では、申立期間①は保険料を

納付することが可能な期間である。 

また、オンライン記録によると、申立人の国民年金保険料は、申立期間

①直後の昭和 43 年４月分より納付されている記録となっており、同年４

月から 44 年１月までの期間の保険料は、申立人の国民年金手帳記号番号

が払い出された同年２月以降に納付したものと考えられ、申立人の保険料

納付を行っていたとするその母が、上述の国民年金手帳記号番号払出時点

において、申立期間①の保険料を納付した可能性は否定できず、12 か月と

短期間である申立期間①の保険料を納付できなかった特段の事情も見当た



                      

  

らない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、昭和 46 年５月に結婚し、それ以降は

その夫が夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付していたとしている。

これについて、申立人のＡ市の国民年金被保険者名簿では、申立期間②の

各月の検認欄に「48.1.17」と納付日が記録されており、申立人と一緒に

保険料を納付していたとするその夫の同名簿においても、同様の記録が確

認できることから、申立期間②は、申立人の申述のとおり、夫と一緒に保

険料が納付されたものと認められる。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間①及び

②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4660 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年 10 月から同年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年９月から 62 年 12 月まで 

    私は、ねんきん特別便で未納期間があることを知った。私の父が生前

に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したと聞いている。

申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち昭和 62 年 10 月から同年 12 月までの期間について、

申立人は、その父が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付

したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番

号前後の被保険者の資格取得時期から平成元年 11 月頃に払い出された

と推認され、その時点では、申立期間のうち昭和 62 年 10 月から同年

12 月までは過年度納付により保険料を納付できた期間である。 

    また、申立人の国民年金保険料は、申立期間以降は納付済みであり、

国民年金保険料を納付したとするその父は、国民年金制度発足の昭和

36 年４月から 60 歳になるまでの保険料は納付済みであるなど、納付意

識が高かったと考えられ、その父が３か月と短期間である当該期間の保

険料を遡って過年度納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   

  ２ 申立期間のうち昭和 58 年９月から 62 年９月までの期間について、申

立人は、上記１と同様にその父が国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料を納付してくれたと主張しているが、その父は既に他界しており、

申立人は国民年金の加入手続や保険料の納付に直接関与していないため

国民年金の加入及び保険料の納付状況は不明である。 



                      

  

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記のとおり、平成元年

11 月頃に払い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時効に

より国民年金保険料を納付できない期間である。 

さらに、申立人が所持している年金手帳は、昭和 61 年４月以降に使

用されている年金手帳であり、申立人は当該年金手帳以外に別の年金手

帳の交付を受けていないとしており、申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出された事情が見当たらない上、当委員会においてオンライン

の氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡も見当たらない。 

加えて、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち昭和 62 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4661 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年 1 月から 57 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年１月から 61 年３月まで 

    私は、会社を退職（昭和 51 年 12 月）した時に担当者から厚生年金保

険の手帳を受け取り、その際に国民年金の説明を受けた。そのことから、

国民年金に加入し、国民年金保険料は納めるものと自覚していた。特に

生活に困った時期も無いので保険料の納付通知が来れば納めていたと記

憶している。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち昭和 56 年１月から 57 年３月までの期間について、申

立人は、国民年金保険料の納付通知が来ればその保険料を納付している

としているところ、申立人の国民年金手帳記号番号（＊）は、当該記号

番号前後の被保険者の資格取得時期から 53 年７月頃に払い出されたと

推認され、そのことから、申立期間は保険料を納付できた期間である。 

    また、申立人には、＊及び＊（昭和 61 年６月頃に払い出されたと推

認される）の二つの国民年金手帳記号番号が払い出されていることから、

オンライン記録によれば、前者の国民年金手帳記号番号で管理されてい

た申立期間直前の昭和 53 年７月から 55 年 12 月までの期間は、平成 20

年６月 10 日に後者の国民年金手帳記号番号に付番された基礎年金番号

（＊）に統合された記録となっており、かつ当該期間のうち 55 年４月

から同年 12 月までの期間の記録については、オンライン記録では納付

済みとなっているが、申立人が出生以降 57 年３月までに居住していた

Ａ市の国民年金被保険者名簿では未納になっているなど、行政機関側の



                      

  

記録管理に齟齬
そ ご

が見られる。 

さらに、申立人は、国民年金被保険者の資格喪失届出を行った記憶は

無いとしているところ、オンライン記録では、資格喪失日が昭和 56 年

９月 22 日となっているが、Ａ市の国民年金被保険者名簿では被保険者

の資格喪失日が記載されていないなど、行政機関側の記録が符合してお

らず、オンライン記録のみ理由が不明のまま被保険者の資格喪失日が同

年９月 22 日とされているのは不自然である上、国民年金保険料が一部

未納になっている期間がある場合には、作成することになっている国民

年金被保険者台帳（旧台帳）も見当たらない。 

加えて、申立期間のうち昭和 56 年１月からＢ市（現在は、Ｃ市）に

移動するまでの 57 年３月までの期間については、Ａ市から納付書が交

付されたと推認され、国民年金保険料を納付した可能性は否定できない

上、15 か月と比較的短期間である当該期間の保険料を納付できなかっ

た特段の事情は見当たらない。 

 

 ２ 申立期間のうち昭和 57 年４月から 61 年３月までの期間について、申

立人は、Ａ市からＢ市に移動した 57 年３月頃は国民年金の加入手続を

行った記憶は無いとしており、当該期間の国民年金の加入状況及び納付

状況が不明である。 

また、申立人がＢ市に移動した際に国民年金への加入手続を行ったと

すれば、その後の同じＢ市において昭和 61 年６月頃に新たに国民年金

手帳記号番号が払い出されるのは不自然であることから、申立人は、57

年３月頃以降はＢ市において国民年金の加入手続はしなかったものと考

えられ、Ｂ市に移動した後の同年４月から 61 年３月までの期間は未加

入期間と推認され、制度上当該期間の国民年金保険料を納付することは

できない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等によ

り調査したが、当該申立期間中において申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

 ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間うち

昭和 56 年１月から 57 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4665 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年４月から４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年４月から４年３月まで 

私は平成４年５月頃に、それまで納付していなかった期間の国民年金

保険料の督促状が数通届いた。夫から未納となっていた保険料を納付す

るよう強く言われたので、Ａ市役所に行き、未納分の保険料を全部納付

しようとしたが、過去の保険料は２年間しか遡って納付できないと言わ

れたので、夫婦二人の過去２年間分の保険料を納付した。申立期間の保

険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成４年５月頃にＡ市役所に行き、夫婦二人の保険料を２年

間分遡って納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

当該手帳記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 48 年１月頃

に払い出されたと推認され、申立期間は保険料を納付できる期間である。 

また、オンライン記録によると、申立人は、昭和 63 年４月から平成４

年３月までの期間の保険料が未納となっていること、同年４月から保険料

を納付していることになっており、その時点において２年間遡って保険料

を納付したとする申立人の申述は自然であると考えられる上、申立人が、

24 か月と比較的短期間である申立期間の保険料を納付することができな

かったとする特段の事情は見当たらない。 

   さらに、申立人が、一緒に国民年金保険料を納付していたとするその夫

の当該期間の納付記録は未納とされていたが、平成 22 年２月３日付けで

訂正され、当該申立期間の保険料は納付済みとなっている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4666 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年 10 月から 55 年３月までの期間、59 年２月及び同年

３月の国民年金保険料については、付加保険料を含めて納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年 10 月から 55 年３月まで 

             ② 昭和 59 年２月及び同年３月 

    私は国民年金の加入手続の際に付加年金にも加入し、銀行口座振替に

するまでは、妻が夫婦二人分の保険料をＡ信用金庫（現在は、Ｂ信用金

庫）Ｃ支店で納付していた。保険料を納めなかった記憶は無く、督促等

の通知が送られて来たことは無い。申立期間の付加保険料を含めた保険

料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続の際に付加年金にも加入したとしている

ところ、申立人の所持する年金手帳により昭和 53 年 10 月 11 日に国民年

金の付加年金に加入していることが確認される上、申立人の国民年金手帳

記号番号は、当該手帳記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、同年

同月頃に払い出されたと推認され、申立期間は定額保険料及び付加保険料

を納付することができる期間である。 

また、申立人は、昭和 53 年 10 月に国民年金に加入してからは申立期間

を除き定額保険料及び付加保険料を全て納付済みであることから、保険料

の納付意識は高かったと考えられる。 

さらに、申立期間①は６か月、②は２か月と短期間であり、当該期間の

保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加

保険料を含む国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4668 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から同年９月まで 

申立期間の国民年金保険料は母が納付してくれた。国民年金保険料納

付書には「納入済」のスタンプが押されているのに記録訂正がなされず、

申立期間が未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料をその母が納付してくれたはずで

あるとしているところ、申立人が所持する国民年金保険料納付書の申立期

間の領収印欄には「納入済」のスタンプが押されている。このことについ

て、申立人が所持する国民年金手帳によると、申立人は昭和 46 年 10 月に

Ａ市からＢ市（現在は、Ｃ市Ｄ区）に転居したことが確認できることから、

申立人がＢ市において同納付書により同年 10 月分から 47 年３月分までの

保険料を一括で納付した際に、同市が前住所地での保険料納付状況を社会

保険事務所(当時)に照会して当該「納入済」のスタンプを押印したものと

推認される。 

   また、申立人は、申立期間を除いて未納期間は無く、申立人の納付意識

は高かったと考えられ、申立人が６か月と短期間である申立期間の保険料

を納付できなかった特段の事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4670 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年７月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年７月 

             ② 平成６年１月 

             ③ 平成 15 年４月から同年９月まで 

    申立期間①の国民年金保険料については、元夫が国民年金の加入手続

を行い、納付してくれた。申立期間②については、元夫と離婚した時期

で、私自身が国民年金の加入手続を行い、保険料を納付した。申立期間

③については、その後に再婚した前夫が別居中の私のところに保険料を

取りに来て、私の代わりに保険料を納付してくれた。保険料の納付状況

について精査してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、その元夫が国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付してくれたとしているところ、申立人の国民

年金手帳記号番号（＊）は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時

期から申立期間①と同時期の昭和 63 年７月から同年８月までの間に払

い出されたと推認され、その時点では、申立期間①は保険料を納付でき

た期間である。 

    また、国民年金手帳記号番号が払い出された時期と推認される時期の

申立期間①の国民年金保険料を納付していないのは不自然である上、１

か月と短期間である申立期間①の保険料を納付できなかった特段の事情

は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、元夫と離婚した時期で申立人自身が

国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したとしている。し

かしながら、オンライン記録では、申立期間②直前の平成２年９月から



                      

  

５年 12 月までの国民年金第３号被保険者期間は 20 年２月１日に追加さ

れた記録となっており、また、申立期間②については、当時６年２月

25 日に国民年金被保険者の資格を取得した記録となっていたところ、

20 年２月１日に６年１月 24 日に国民年金被保険者の資格を取得した記

録に訂正されている。このことは、申立期間②の前の昭和 63 年８月に

申立人が厚生年金保険に加入したことにより国民年金被保険者の資格を

喪失した以降は、国民年金は未加入であったものが、６年２月 25 日に

国民年金被保険者の資格を再取得したものであり、それが、20 年２月

１日になって国民年金被保険者の資格を再取得すべき時点が６年１月

24 日であることが判明し、記録訂正されたものであり、申立期間②は、

当該記録訂正が行われた 20 年２月１日までは未加入期間であったと推

認されることから、申立期間②当時において申立期間②の保険料の納付

書が発行されず、申立期間②の保険料は納付することができなかったと

考えられる。 

    さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   

  ３ 申立期間③について、申立人は、前夫が国民年金保険料を納付してく

れたとしているが、その前夫の所在が不明で連絡が取れないとしている

ことから、その前夫から保険料の納付状況を聴取することは困難であり、

申立人は保険料の納付に直接関与していないため、保険料の納付状況は

不明である。 

    また、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光

学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた

上、平成９年１月から基礎年金番号制度が導入されており、申立期間に

おいて記録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると

考えられる。 

    さらに、申立人が申立期間③の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①か

ら③までのうち申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4672 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年４月から 60 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年３月から 60 年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 58 年＊月頃、父がＡ市役所において国民年

金の加入手続を行った。国民年金保険料については、当時、学生だった

ため、お金が無く、父が家族の保険料と一緒に納付してくれた。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 58 年４月から 60 年３月までの期間について、

申立人は、その父が国民年金の加入手続及び保険料の納付をしてくれた

としているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前

後の被保険者の資格取得時期から、60 年５月頃に払い出されたと推認

され、その時点では、申立期間のうち、58 年４月から 60 年３月までの

期間は、遡って保険料を納付できる期間である。 

また、申立人には、申立期間以外、厚生年金保険の資格喪失時期にお

ける行政により発生した１か月の未納期間を除き未納は無く、申立人の

家族（父母及び姉）それぞれの国民年金保険料は全て納付済みであるこ

とから、保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、家族のうち姉の保険料は、昭和 51 年６月に国民年金に加入

した際に、同年１月からの保険料を遡って納付していることがオンライ

ン記録で確認できることから、加入手続及び保険料納付をしてくれたと

するその父が、申立人の申立期間のうち、58 年４月から 60 年３月まで

の期間の国民年金保険料を遡って納付した可能性は否定できず、24 か



                      

  

月間と比較的短期間である当該期間の保険料を遡って納付できなかった

特段の事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 58 年３月について、申立人は、その父が前記

１と同様に国民年金保険料納付をしてくれたとしているが、当該期間の

国民年金保険料を納付したとするその父は、既に他界しており、申立人

は保険料納付に直接関与していないことから、当該期間に係る保険料の

納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は前記１のとおり昭和 60 年５

月頃に払い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時効により

保険料を納付できない期間である上、当委員会においてオンラインの氏

名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて、総合的に判断すると、申立人は、申立期間の

うち、昭和 58 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4674 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年 10 月から 63 年９月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年９月から 63 年９月まで 

申立期間について、私は、昭和 62 年７月にＡ市に転居するまで、国

民年金保険料を納付していなかったので、Ａ市役所の職員から国民年金

の加入を勧められ、その時に２年前に遡って 17 万円ほどの国民年金保

険料を数回に分けて納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 61 年 10 月から 63 年９月までの期間について、

申立人は、Ａ市に転居した 62 年７月頃にＡ市役所で国民年金保険料の

納付を勧められ、２年前に遡って 17 万円ほどの国民年金保険料を数回

に分けて納付したとしている。これについて、申立人の国民年金手帳記

号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、63 年 11

月頃に夫婦連番で払い出されたと推認され、このことからすると、当該

期間は現年度納付及び過年度納付により、保険料を遡って納付できた期

間である。 

また、申立人は 17 万円ほどの国民年金保険料を数回に分けて納付し

たとしているところ、当該期間の昭和 61 年 10 月から 63 年３月までの

過年度納付に必要な保険料額は 13 万 1,400 円、同年４月から同年９月

までの現年度納付に必要な保険料額は４万 6,200 円、合計で 17 万

7,600 円となり、申立人の申述する 17 万円とほぼ合致することから、

申立人の申述に不自然さは見られない。 

さらに、申立人が 24 か月と比較的短期間である当該期間の保険料を



                      

  

納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 60 年９月から 61 年９月までの期間についても、

申立人は、上記１のとおり遡って国民年金保険料を数回に分けて納付し

たとしている。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は上記１のとおり、昭

和 63 年 11 月に払い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時

効により保険料を納付できない期間である上、当委員会においてオンラ

インの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 61 年 10 月から 63 年９月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4675 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年７月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年６月から同年８月まで 

             ② 昭和 48 年 12 月から 49 年４月まで 

             ③ 昭和 51 年５月から同年７月まで 

             ④ 昭和 52 年７月から同年 12 月まで 

             ⑤ 昭和 58 年７月から同年９月まで 

申立期間①、②、③、④及び⑤について、私は、会社を退職した時は、

次の仕事が決まるまでの期間は国民健康保険と国民年金に加入するもの

だと思い、退社した翌日又は翌々日にはＡ市役所（現在は、Ｂ市Ｃ区役

所）に行き、国民健康保険と国民年金の加入手続を行った。保険料の納

付場所について、Ａ市役所、市内金融機関及び郵便局で納付したが、特

定できる明確な記憶は無い。 

申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料が未納となっていること

に、申立期間⑤は未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間④について、申立人は、会社を退社した時は、Ａ市役所で国

民健康保険と国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したとしている

ところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から、昭和 54 年６月頃に払い出されたと推認され、

このことからすると、当該期間は保険料を遡って納付できる期間である。 

また、申立人は保険料をまとめて納付した記憶もあると申述している

ことから、申立期間④の国民年金保険料を納付した可能性は否定できな

い上、申立人が６か月と比較的短期間である申立期間④の国民年金保険



                      

  

料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間①、②、③及び⑤について、申立人は、上記１と同様に会社

を退社した時は、Ａ市役所で国民健康保険と国民年金の加入手続を行い、

保険料を納付したとしているが、Ｂ市Ｃ区役所によれば、申立期間①、

②、③及び⑤の申立人の国民健康保険の加入記録は確認できず、申立人

は国民年金保険料の納付場所についての明確な記憶が無いと申述してお

り、保険料の納付状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記１のとおり、昭和 54

年６月頃に払い出されていると推認され、その時点では申立期間①、②

及び③は時効により、保険料を納付できない期間であり、また、申立期

間⑤はオンライン記録等にこの期間の資格取得日及び資格喪失日の記録

が見当たらないことから未加入期間と推認され、制度上保険料を納付で

きない期間である。 

さらに、申立期間①、②、③及び⑤について当委員会においてオンラ

インの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出された形跡も見当たらない上、申立人が申立期間①、②、③

及び⑤の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①か

ら⑤までのうち、申立期間④の国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4679 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成７年４月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年４月から５年 11 月まで 

② 平成７年４月 

私は、時期は分からないがＡ市役所か同市の派出所で国民年金に加入

した。数回保険料を納付した後、時期ははっきりしないが女性職員から

電話があり、保険料をまとめて５万から６万円を納めた。その後、再度

電話があり年金が支給されないとして 20 万円くらい納めた。申立期間

の保険料が未納になっていることに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人はＡ市役所か同市の派出所で国民年金に

加入し、保険料を納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記

号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、平成７年

11 月頃に払い出されたものと推認され、そのことからすると申立期間

②は保険料納付が可能な期間である上、申立人が１か月と短期間である

申立期間②の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   

２ 一方、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時

点（平成７年 11 月頃）からすると、申立期間のうち平成３年４月から

５年９月までの期間は時効により保険料を納付できない期間である。 

また、平成５年 10 月及び同年 11 月の保険料については、遡って納付

が可能であるものの、申立人は保険料を遡って納付した記憶は無いとし

ている上、オンライン記録によると８年１月 22 日付けで５年 11 月の保

険料が同年 12 月の保険料に充当されている記録になっていることから、



                      

  

その充当が行われるまでは同年 10 月から同年 12 月までの保険料は未納

であったと考えられる。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

  加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成７年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4681 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年 10 月から 46 年３月までの期間

及び同年 10 月から 47 年３月までの期間の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年５月から 40 年３月まで 

                         ②  昭和 45 年 10 月から 46 年３月まで 

                         ③  昭和 46 年 10 月から 47 年３月まで 

                      私の国民年金については、勤めていた店の社長が国民年金の加入手続

と保険料の納付をしてくれた。給与から国民年金の保険料を天引きし

て、店の社長が集金人に納めていたので、申立期間の保険料が未納と

なっていることに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤めていた店の社長が申立期間の国民年金保険料を納付して

くれたとしているところ、申立人とともに社長の家に住み込んで勤務して

いた同僚も「給与から国民年金保険料が天引きされていた。」としており、

オンライン記録によると、申立期間①及び②の前後の期間を含め同じ店に

勤務していたとする同僚のうち、当該期間の保険料が納付済みとされてい

る者が複数確認できる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から昭和 40 年４月頃に払い出されたと推認され、申立期

間②及び③については、保険料を納付することが可能な期間である上、そ

の店の社長がそれぞれ６か月と短期間である当該期間の保険料を納付でき

なかった特段の事情は見当たらない。 

一方、申立期間①については、申立人は給与から保険料を天引きされて

いたとしているが、同僚のオンライン記録によると、それぞれの国民年金



                      

  

手帳記号番号が払い出された年度の前年度以前の保険料が遡って納付され

ている事情は見当たらないことから、その店の社長が過年度保険料を給与

から天引きし、納付していたとは考え難い。 

また、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）も無く、当該期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、

昭和 45 年 10 月から 46 年３月までの期間及び同年 10 月から 47 年３月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6652 

    

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における厚生年

金保険被保険者資格の喪失日を平成８年７月１日に訂正し、当該期間に係

る標準報酬月額を 26 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年６月 30 日から同年７月１日まで 

             ② 平成８年７月１日から同年９月 11 日まで 

    申立期間に、Ａ株式会社及び株式会社Ｂに勤務していたが、申立期間

の厚生年金保険の加入記録が無い。その間、給与から保険料が控除され

ていたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人提出の給料支払明細書、Ｃ健康保険組合

が提出した被保険者記録、雇用保険の記録及び同僚の供述により、申立人

は、平成８年６月 30 日までＡ株式会社に継続して勤務し、申立期間①に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、平成８年５月の社会保険

事務所（当時）の記録から、26 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主からは回答を得られないが、事業主が資格喪失日を平成８年７月１

日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年６月 30 日と

誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の

資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入



                      

  

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間①

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  申立期間②については、雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から株式

会社Ｂに勤務していたことは認められるものの、当該期間に厚生年金保険

料が控除されたことを確認できる給与支払明細書が無い上、同社の事業主

は、「当該期間は、Ａ株式会社が倒産し、株式会社Ｂとなった時期に当た

り、事務が混乱し、保険料を控除したかどうか分からない。」と供述をし

ている。 

   また、平成８年７月１日から同年９月 11 日までの期間には複数の者に

国民年金への加入記録が確認できる上、申立人も国民年金保険料が「未

納」と記録されていることからすると、当時株式会社Ｂでは、国民年金へ

の加入の勧奨が行われたことが推認できる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6654 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係るＡ株式会社における資格喪失日は、平成７年２月

24 日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、24 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年１月 31 日から７年２月 24 日まで 

    平成５年９月 17 日から７年３月４日までＡ株式会社に勤務し、この

間、給与から厚生年金保険料を控除されていたが、被保険者記録は６年

１月 31 日付けで喪失した記録となっている。申立期間も給与から厚生

年金保険料を控除されていたので被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び同僚の供述により、申立人が申立期間において、Ａ

株式会社に継続して勤務していたことが認められる。 

   一方、オンライン記録によると、申立人は、平成６年１月 31 日に厚生

年金保険の被保険者資格を喪失している。しかし、当該処理は、同日にＡ

株式会社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成６年１月

31 日）後の７年２月 24 日になされていることが確認できるほか、同日に

事業主を含む全社員 22 人の標準報酬月額の定時決定が取り消された上で

被保険者資格喪失日が６年１月 31 日に遡って処理されていることが確認

できるが、社会保険事務所（当時）において、かかる処理を行う合理的な

理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、平成６年１月 31 日に

資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記

録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、当該

遡及処理が行われた７年２月 24 日であると認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、事業主が当初社会保険事務

所に届け出た記録から 24 万円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6655 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を 62 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 12 年 11 月１日から 14 年７月 31 日まで 

             ② 平成 14 年７月 31 日から同年９月１日まで 

    昭和 41 年５月２日から平成 14 年 10 月 31 日までの間、株式会社Ａに

継続して勤務したが、申立期間①については、標準報酬月額が当時の給

与支給額と比べ引き下げられた記録となっており、申立期間②について

は、継続して勤務し給与から厚生年金保険料を控除されていたにもかか

わらず被保険者記録が無いので、それぞれ被保険者記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａ

における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成 12 年 11 月から

14 年６月までは 62 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険

の適用事業所ではなくなった同年７月 31 日より後の同年８月８日付け

で、当該期間の標準報酬月額が９万 8,000 円に減額されていることが確

認できる。 

         また、当該事業所の事業主は、「申立期間当時、当社が厚生年金保険

料を滞納していたため、厚生年金保険から脱退する届出を行った。」と

供述している。 

         これらを総合的に判断すると社会保険事務所（当時）において、当該

遡及訂正処理を行う合理的理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録

訂正があったとは認められず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 62 万円に訂正することが



                      

  

必要である。 

        

       ２ 申立期間②について、元同僚の供述及び申立人の雇用保険の加入記録

（平成 14 年８月 31 日離職）から、申立人が申立期間において株式会社

Ａに勤務していたことが確認できる。 

         しかしながら、オンライン記録によると、株式会社Ａは、平成 14 年

７月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時加入

していたほかの 37 人の従業員も全員同日付けで被保険者資格を喪失し

ている上、そのうち、20 人が同日に国民年金に加入していることが確

認できる。 

         また、元同僚から提出された平成 14 年９月分の給与明細書からは厚

生年金保険料及び健康保険料は事業主により給与から控除されていない

ことが確認できるほか、オンライン記録により、申立人は、同年８月

12 日に健康保険証を返納していることが確認できる。 

         さらに、株式会社Ａの事業主は、「申立期間当時、保険料を滞納して

いたため、厚生年金保険から脱退し、健康保険のみ任意継続することに

し、従業員にその旨説明した。」と供述している。 

         このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年

金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い

上、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

         これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6656 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を 34 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 13 年 11 月１日から 14 年７月 31 日まで 

             ② 平成 14 年７月 31 日から同年９月１日まで 

    昭和 62 年３月 26 日から平成 14 年９月 30 日までの間、株式会社Ａに

継続して勤務したが、申立期間①については、標準報酬月額が当時の給

与支給額と比べ引き下げられた記録となっており、申立期間②について

は、継続して勤務し給与から厚生年金保険料を控除されていたにもかか

わらず被保険者記録が無いので、それぞれ被保険者記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａ

における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成 13 年 11 月から

14 年６月までは 34 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険

の適用事業所ではなくなった同年７月 31 日より後の同年８月８日付け

で、当該期間の標準報酬月額が９万 8,000 円に減額されていることが確

認できる。 

         また、当該事業所の事業主は、「申立期間当時、当社が厚生年金保険

料を滞納していたため、厚生年金保険から脱退する届出を行った。」と

供述している。 

         これらを総合的に判断すると社会保険事務所（当時）において、当該

遡及訂正処理を行う合理的理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録

訂正があったとは認められず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 34 万円に訂正することが



                      

  

必要である。 

        

       ２ 申立期間②について、元同僚の供述及び申立人の雇用保険の加入記録

（平成 14 年８月 31 日離職）から、申立人が申立期間において株式会社

Ａに勤務していたことが確認できる。 

         しかしながら、オンライン記録によると、株式会社Ａは、平成 14 年

７月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時加入

していたほかの 37 人の従業員も全員同日付けで被保険者資格を喪失し

ている上、そのうち、20 人が同日に国民年金に加入していることが確

認できる。 

         また、元同僚から提出された平成 14 年９月分の給与明細書からは厚

生年金保険料及び健康保険料は事業主により給与から控除されていない

ことが確認できるほか、オンライン記録により、申立人は、同年８月

12 日に健康保険証を返納していることが確認できる。 

         さらに、株式会社Ａの事業主は、「申立期間当時、保険料を滞納して

いたため、厚生年金保険から脱退し、健康保険のみ任意継続することに

し、従業員にその旨説明した。」と供述している。 

         このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年

金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い

上、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

         これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6658 

 

第１ 委員会の結論 

     申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を平成７年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の記

録を 38 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年２月 28 日から同年３月１日まで 

     私の厚生年金保険被保険者記録は、株式会社Ａにおける被保険者資格

喪失日が、平成７年２月 28 日となっているが、雇用保険の記録による

と、同社の離職日が同年２月 28 日となっているように、同日まで勤務

していたので、厚生年金保険の被保険者資格喪失日を同年３月１日に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の

被保険者資格喪失日は、平成７年２月 28 日であることが確認できる。 

   しかしながら、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の当該事業所

に係る離職日は平成７年２月 28 日であることが確認できる上、当時の事

業主は、「平成７年２月 28 日は、全社員が会社に出勤していた。」と供

述していることから、申立人は、同日まで当該事業所に勤務していたと認

められる。 

   また、申立期間の厚生年金保険料の給与からの控除については、元役員

の給与明細書において申立期間の給与から厚生年金保険料が控除されてい

ること、及び元事業主が申立期間の給与から厚生年金保険料を控除してい

たとしていることから、申立人の給与から申立期間の厚生年金保険料が控

除されていたと推認できる。 



                      

  

   一方、株式会社Ａの商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間におい

て、解散・閉鎖されておらず、法人格を有していたことが確認できること

から、厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたと認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の当該事業所におけ

る平成７年１月の標準報酬月額の記録から 38 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

株式会社Ａは、オンライン記録によると、申立期間において厚生年金保険

の適用事業所となっていないことから、社会保険事務所（当時）は、申立

人に係る同年２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6659 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格喪失日は、昭

和 57 年 12 月３日であると認められることから、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

  なお、申立期間のうち昭和 57 年５月から同年 11 月までの標準報酬月

額については、同年５月及び同年６月は 20 万円、同年７月から同年 11

月までは 24 万円とすることが妥当である。 

 

２ 申立人は、申立期間のうち昭和 57 年 12 月３日から 58 年２月１日ま

での厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人の株式会社Ａにおける被保険者記録のうち、上

記で訂正した資格喪失日に係る記録を同年２月１日に訂正し、申立期間

のうち 57 年 12 月から 58 年１月までの標準報酬月額の記録を 24 万円と

することが必要である。 

  なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年５月 31 日から 58 年２月１日まで 

         昭和 51 年 10 月１日から 58 年２月１日まで株式会社ＡでＢ担当の正

社員として継続して勤務し、給与から厚生年金保険料が控除されてい

たにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。

調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者であったと認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち昭和 57 年５月 31 日から同年 12 月３日までについて、

株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が

57 年５月 31 日に被保険者資格を喪失した手続が、同年７月の標準報酬



                      

  

月額の随時改定が取り消された上、同年 12 月３日に遡及して行われて

いたことが確認できる。 

また、上述の被保険者名簿から、同僚 50 人についても、申立人と同

様に昭和 57 年 12 月３日付けで、資格喪失日が同年５月 31 日又は同年

７月 31 日に遡って記録されるとともに、標準報酬月額に係る同年７月

の随時改定又は同年 10 月の定時決定が取り消されていることが確認で

きる。 

さらに、雇用保険の被保険者記録及び複数の元同僚の供述により、申

立人は当該申立期間に株式会社Ａに継続して勤務していたことが確認で

きるほか、当該事業所の元同僚の一人が保有していた給与明細書及び源

泉徴収票から、申立人は申立期間において、事業主により給与から厚生

年金保険料を控除されていたことが認められる。 

加えて、申立期間当時、株式会社Ａで社会保険事務を担当していた元

同僚は、「株式会社Ａは昭和 57 年 11 月に不渡手形を出し、その時点で

数か月分の厚生年金保険料及び健康保険料の滞納があった。滞納した厚

生年金保険料についてＢ社会保険事務所（当時）と話し合い、分割納付

の交渉を行ったが認められず、従業員の被保険者資格が遡って資格喪失

にさせられ、滞納保険料は無かったものとして処理をされた。」と供述

している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申

立人が昭和 57 年５月 31 日に資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理

由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないこと

から、申立人の資格喪失日は、上記資格喪失処理が行われた同年 12 月

３日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間のうち昭和 57 年５月 31 日から同年 12 月３日までの

標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に届け出た当初の記

録から同年５月及び同年６月は 20 万円、同年７月から同年 11 月までは

24 万円とすることが妥当である。 

      

２ 申立期間のうち昭和 57 年 12 月３日から 58 年２月１日までについて、

雇用保険の被保険者記録、株式会社Ａの元経理部長の供述及び複数の元

同僚の供述により、申立人は当該期間に株式会社Ａに継続して勤務して

いたことが確認できる。 

また、当該事業所の元同僚の一人が保有していた昭和 57 年 12 月から

58 年２月までの給与明細書及び源泉徴収票から、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、当該期間において、厚生年金保険料を事業主により控除され



                      

  

ていたことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 57 年７月

の随時改定記録及び上述の元同僚の給与明細書等により、同年 12 月か

ら 58 年１月までの標準報酬月額の記録を 24 万円とすることが妥当であ

る。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

なお、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6661（事案 3680 及び 4883 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は昭和

23 年５月１日であると認められることから、申立人に係る厚生年金保険

被保険者資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和 22 年９月から 23

年４月までの期間を 600 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 22 年９月１日から 23 年 12 月頃まで 

前回の申立てでは、昭和 19 年 10 月１日から 22 年９月１日までの期

間が認められたが、私は、Ａ株式会社のＢ所に勤務し、結婚した１年ほ

ど前の 23 年 12 月頃まで勤務していたことに間違いない。 

今回、当時の同僚を思い出したので、申立期間について厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者記録の申立てにつ

いては、初回の申立てでは、申立期間の昭和 19 年から 23 年頃までの厚

生年金保険被保険者記録の全てが確認できなかったが、前回の申立てで、

当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者

名簿」という。）に、資格喪失年月日が不明である基礎年金番号に未統

合の申立人の厚生年金保険被保険者記録が確認されるとともに、同僚の

供述等により 22 年９月１日までの申立人の勤務が確認できたことから、

同日までの当該被保険者記録の訂正が行われた。 

一方、昭和 22 年９月１日以降の申立期間については、申立期間に係

る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料が無いことや、申

立人の当該期間に係る供述が曖昧な上、同僚からも当該期間における申

立人の勤務状況について具体的な供述は得られなかったことから、申立

人の厚生年金保険被保険者期間として認めることはできないとして、既



                      

  

に当委員会の決定に基づき、平成 22 年７月 14 日付け及び 23 年１月 19

日付け年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

 

２ 今回、新たに住所が判明した同僚（昭和 23 年 11 月退職）に照会した

ところ、「申立人とは、担当係は違っていたが、同じ事務室に勤務して

いた。自分は、Ａ株式会社からＣ株式会社やＤ株式会社が分離独立した

少し前の昭和 23 年４月頃に本社に異動となり事務室が変わった。その

時に申立人はまだ勤務していた。」と供述をしていることから、申立人

が、23 年４月までＡ株式会社に勤務していたことが推認でき、申立人

の資格喪失日は昭和 23 年５月１日であると推認できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人の申立てに係る当該事業所の厚

生年金保険被保険者資格喪失日は昭和 23 年５月１日に訂正することが

妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社に係る被保険

者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）における同僚の記録か

ら、昭和 22 年９月から 23 年４月までの期間は 600 円とすることが妥当

である。 

一方、申立期間のうち、昭和 23 年５月から同年 12 月頃までの期間に

ついては、同僚から当該期間における申立人の勤務実態の具体的な供述

は得られない上、申立人の被保険者記録が確認できる被保険者名簿に、

申立人と併記されている上司については、その後、書き換えられた被保

険者名簿において、23 年８月以降の被保険者記録も確認できるが、当

該被保険者名簿において申立人の氏名は確認できない。 

これらの事実及び関連資料等を総合的に判断すると、当委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は当該

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6662 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることか

ら、当該期間の標準報酬月額に係る記録については、平成 14 年 10 月から

15 年２月までは 24 万円、同年３月は 20 万円、同年４月は 26 万円、同年

５月及び同年６月は 24 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の上記訂正後の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②から⑫について、その主張する標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間②及び③は 15 万円、申立期間④は 15 万

6,000 円、申立期間⑤及び⑥は 13 万円、申立期間⑦及び⑧は 27 万円、申

立期間⑨及び⑩は 33 万 6,000 円、申立期間⑪は 10 万円、申立期間⑫は

34 万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 14 年 10 月１日から 15 年７月１日まで 

② 平成 15 年 12 月 

③ 平成 16 年 12 月 10 日 

④ 平成 17 年 12 月９日 

⑤ 平成 18 年６月 28 日 

⑥ 平成 18 年 12 月８日 

⑦ 平成 19 年６月 29 日 

⑧ 平成 19 年 12 月 10 日 

⑨ 平成 20 年６月 30 日 

⑩ 平成 20 年 12 月 10 日 



                      

  

⑪ 平成 21 年２月 25 日 

⑫ 平成 21 年６月 30 日 

株式会社Ａに勤務した期間のうち、平成 14 年 10 月から 15 年６月の

給与支払明細書の保険料控除額とねんきん定期便に記載されている保険

料納付額が異なっている。また、平成 15 年 12 月から 21 年６月までに

支給された賞与についての記録が無い。 

     申立期間に係る給与明細書及び賞与明細書等を提出するので、申立

期間における標準報酬月額及び標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及

び申立人の標準報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

 

２ 申立期間①について、申立人から提出された給与明細書から、申立人

はその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが確認できる。 

  したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、平成 14 年 10

月から 15 年２月までは 24 万円、同年３月は 20 万円、同年４月は 26 万

円、同年５月及び６月は 24 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、平成 14 年の定時決定の届出について、誤って差引支給額を

標準報酬月額として社会保険事務所（当時）に届け出たことを認めてい

ることから、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬

月額に基づく保険料において納入の告知を行っておらず、事業主は当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

３ 申立期間②から⑫について、申立人から提出された賞与明細書によ

り、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが確認できる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、上記賞与明細書によ

り、申立期間②及び③については 15 万円、申立期間④については 15 万

6,000 円、申立期間⑤及び⑥については 13 万円、申立期間⑦及び⑧に

ついては 27 万円、申立期間⑨及び⑩については 33 万 6,000 円、申立期



                      

  

間⑪については 10 万円、申立期間⑫については 34 万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立期間②に係る賞与明細書に支給日は記載されていないが、

平成 16 年から 20 年までの賞与明細書の記載から、当該期間は 15 年 12

月 10 日とすることが妥当である。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る賞与の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6663 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立期間①について、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保

険者資格喪失日は、昭和 61 年６月１日であると認められることから、

当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日の記録を訂正すること

が必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、22 万円とすることが妥

当である。 

 

２ 申立期間②について、申立人のＢ株式会社における厚生年金保険被保

険者資格喪失日は、平成７年 10 月１日であると認められることから、

当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日の記録を訂正すること

が必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、24 万円とすることが妥

当である。 

 

３ 申立期間③のうち、平成７年 10 月１日から９年 10 月１日までの期間

について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の標準報

酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることか

ら、当該期間の標準報酬月額を、24 万円に訂正することが必要である。 

 

４ 申立期間③のうち、平成９年 10 月１日から 12 年８月１日までの期間

について、申立人はその主張する標準報酬月額（24 万円）に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる

ことから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 24 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 



                      

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年１月 31 日から同年６月１日まで 

② 平成７年７月 31 日から同年 10 月１日まで 

③ 平成７年 10 月１日から 12 年８月１日まで 

私は、昭和 52 年 11 月１日にＡ株式会社に入社してから平成 12 年７

月 31 日に退社するまで、継続して勤務していたにもかかわらず、申立

期間①及び②の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

また、平成７年 10 月１日以降のオンライン記録上の標準報酬月額が、

実際に受け取っていた報酬月額に見合う額より少ないので、正しい記録

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ株式会社及び同社の関連会社であるＢ株式

会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人を含め、

Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和 61 年１

月 31 日。以下「全喪日」という。）に被保険者資格を喪失したとされ

ている 75 人のうち 62 人が、Ｂ株式会社が厚生年金保険の適用事業所と

なった昭和 61 年６月１日に、同社において資格を取得していることが

確認できる。 

しかしながら、申立人に係る雇用保険の加入記録により、申立人はＡ

株式会社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、

全喪日の後の昭和 61 年２月 24 日及び同年３月 18 日に同社において健

康保険証の再交付を受けている者、同年３月３日に受け付けられた同年

３月２日付けの被保険者資格の取得届が、後に取り消されている者と同

年２月 21 日、同年３月８日及び同年４月１日付けの被保険者資格喪失

日が全喪日に訂正されている者が確認できることから、これらの取消又

は訂正の処理は、全喪日より後に行われたものと推認できる。 

さらに、申立人に係る雇用保険の加入記録及びＡ株式会社に係る商業

登記簿謄本によれば、同社は、申立期間①においても法人格を有し、適

用事業所としての要件を満たしていたと認められることから、社会保険

事務所において、遡って同社が適用事業所でなくなったとする処理及び

申立人を含む被保険者の資格喪失処理を行う合理的な理由は見当たらな

い。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 61 年１月 31 日

に資格喪失した旨の処理は有効なものとは認められず、申立人のＡ株式

会社における資格喪失日は、申立人のＢ株式会社における資格取得日と

同日の同年６月１日であると認められる。 



                      

  

なお、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ株式会社の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿における昭和 60 年 10 月の記録から、22 万

円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間②については、当時、Ａ株式会社に勤務していた者は、関連

会社のＢ株式会社において厚生年金保険被保険者となっているところ、

オンライン記録によれば、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

た日（記録訂正前は、平成７年８月 21 日）の後の平成７年 10 月５日に、

申立人に係る同年 10 月１日付けの標準報酬月額定時決定の取消処理、

及び同年７月 31 日付けの資格喪失処理が確認できる上、同僚 77 人につ

いても、同年 10 月５日又は同年 10 月６日に、申立人と同様、同年 10

月１日付けの標準報酬月額定時決定の取消処理、及び同年７月 31 日付

けの資格喪失処理が行われたことが確認できる。 

しかしながら、申立人に係る雇用保険の加入記録により、申立人は、

Ａ株式会社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ株式会社に係る商業登記簿謄本によれば、同社は、申立期間

②においても法人格を有し、適用事業所の要件を満たしていたと認めら

れることから、社会保険事務所において、同社が適用事業所でなくなっ

たとする処理、前述の標準報酬月額の取消処理及び資格喪失処理を行う

合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成７年７月 31 日

に資格喪失した旨の処理は有効なものとは認められず、申立人のＢ株式

会社における資格喪失日は、申立人のＡ株式会社における資格取得日と

同日の同年 10 月１日であると認められる。  

なお、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＢ株式会社に

おける取消前のオンライン記録から、24 万円とすることが妥当である。 

 

３ 申立期間③のうち、平成７年 10 月１日から９年 10 月１日までの期間

については、オンライン記録によれば、申立人のＡ株式会社における標

準報酬月額は、当初、24 万円と記録されていたところ、９年４月 18 日

付けで、７年 10 月１日に遡って９万 2,000 円に引き下げられているこ

とが確認できる上、同僚 29 人の標準報酬月額も、申立人と同様、９年

４月 18 日付けで、当該同僚が被保険者資格を取得した日に遡って９万

2,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

また、Ａ株式会社の当時の事業主に照会を行ったところ、回答を得る

ことはできなかったものの、複数の同僚の証言から、当時、同社は、資

金繰りに苦慮していたことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、平成９年４月 18 日に行われた遡及訂



                      

  

正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該

遡及訂正処理に合理的な理由は見当たらず、有効な記録訂正があったと

は認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されて

いる申立人の７年 10 月１日から９年 10 月１日までの期間の標準報酬月

額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、24 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、申立期間③のうち、平成９年 10 月１日から 12 年８月１日まで

の期間の標準報酬月額は、前述の遡及訂正処理が行われた日以降の最初

の定時決定（平成９年 10 月１日）において９万 2,000 円と記録されて

いるところ、当該記録については、前述の遡及訂正処理との直接的な関

係をうかがわせる事情は見当たらないことから、社会保険事務所の処理

が不合理であったとは言えない。 

 

４ 申立期間③のうち、平成９年 10 月１日から 12 年８月１日までの期間

については、Ａ株式会社において、申立人と同様に前述の標準報酬月額

の遡及訂正処理が行われた同僚の所持する給与明細書によれば、当該期

間を通じ同額の厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

また、申立人の雇用保険支給台帳記録に記載された離職時賃金日額に

30 を乗じた額の 26 万 4,000 円に見合う標準報酬月額は、平成８年 10

月から９年９月までの期間の訂正前の標準報酬月額を下回らない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間③のうち、当該期

間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所

に当初届け出た申立人の平成８年 10 月から９年９月までの標準報酬月

額から、24 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、事業主から供述が得られないものの、

申立人が控除されていたと認められる保険料額に見合う標準報酬月額と、

オンライン記録における標準報酬月額が長期間にわたり一致していない

ことから、事業主は、当該保険料控除額に見合う報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合う厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6664 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間の

うち、昭和 54 年７月は 30 万円、同年８月は 22 万円、同年９月から同年

12 月までは 26 万円、55 年１月は 22 万円、同年２月から同年７月までは

26 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年５月 10 日から 55 年８月 28 日まで 

ねんきん定期便が来たので、記録を確認したところ、Ａ株式会社に係

る申立期間の標準報酬月額が低いと感じた。私は、申立期間のうち、一

部の給与明細書を所持しており、当該明細書に記載されている厚生年金

保険料控除額とねんきん定期便に記載されている厚生年金保険料納付額

は違っている。会社は、給与から控除していた厚生年金保険料よりも低

額の標準報酬月額を届出して、その低額の保険料を納付していたと思わ

れる。申立期間の標準報酬月額の記録を適正額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。)に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確



                      

  

認できる保険料控除額及び報酬月額から、申立期間のうち昭和 54 年７月

は 30 万円、同年８月は 22 万円、同年９月から同年 12 月までは 26 万円、

55 年１月は 22 万円、同年２月から同年７月までは 26 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく保険料（上記訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

一方、申立期間のうち、昭和 51 年５月から 54 年６月までの期間につい

ては、申立人から給与明細書の提出が無い上、事業所は既に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっており、当時の事業主から回答も得られず、申立

人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、当該期間において、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主より給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6673 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格取得日に係る記録を平成４年 10 月５日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を 17 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 10 月５日から同年 11 月１日まで 

    Ａ株式会社に勤務した期間のうち、申立期間に厚生年金保険の被保険

者記録が無いのは納得できないので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂが提出しているＡ株式会社における申立人の出勤明細表及び

賃金台帳により、申立人が同社に平成４年 10 月５日から継続して勤務し

ていたこと、及び申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により申立人の

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記の賃金台帳の記載から、

17 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

株式会社Ｂが提出している申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険者

資格取得確認および標準報酬決定通知書」の記載から、Ａ株式会社が申立

人の厚生年金保険の被保険者資格取得日を平成４年 11 月１日と届け出た

ことが確認できる上、株式会社Ｂの担当者は、「申立期間当時の労務担当

者が申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得日を誤って平成４年 11 月

１日と届け出てしまった。申立期間に係る保険料は納付していない。」と

していることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額に係る記録を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月１日から６年２月 28 日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、平成４年２月から６年２月ま

での給与に係る標準報酬月額が 26 万円に引き下げられているのはおか

しい。申立期間の標準報酬月額を訂正前の記録に修正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初 53 万

円と記録されていたところ、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業所でな

くなった日（平成６年２月 28 日）より後の平成６年３月７日に、４年 10

月及び５年 10 月の定時決定を取り消して、32 万円に遡及訂正されている

上、６年４月４日にも、申立期間の標準報酬月額が 32 万円から 26 万円に、

再び遡及訂正されていることが確認できる。 

   また、オンライン記録により、同僚二人についても、株式会社Ａが厚生

年金保険の適用事業所でなくなった日より後の平成６年３月７日及び同年

４月４日に、申立人同様の遡及訂正処理が行われていることが確認できる。 

   さらに、株式会社Ａの商業登記簿により、申立人は、同社の取締役であ

ったことが確認できるが、同社の当時の事業主は、「申立人はＢ部の部長

職であり、当該遡及訂正処理に関与する立場にはなかった。」と回答して

いることから、申立人が取締役として当該遡及訂正処理に関与していなか

ったものと推認される。 

   これらを総合的に判断すると、当該訂正処理を遡及して行う合理的な理

由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について有効な記録訂正



                      

  

があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、株式

会社Ａの事業主が社会保険事務所（当時）に当初届け出た 53 万円に訂正

することが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6675 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、申立期間のうち、平成 14 年 10 月１日から 21 年７月１日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人

の株式会社Ａにおける標準報酬月額に係る記録について、14 年 10 月から

15 年３月までを 28 万円、同年４月を 30 万円、同年５月から同年９月ま

でを 36 万円、同年 10 月及び同年 11 月を 30 万円、同年 12 月から 16 年９

月までを 36 万円、同年 10 月から 18 年８月までを 34 万円、同年９月から

21 年５月までを 32 万円、同年６月を 28 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 21 年７月１日から同年 10 月１日までの期

間に係る標準報酬月額については、標準報酬月額の決定又は改定の基礎と

なる 20 年４月から同年６月までは標準報酬月額 44 万円、21 年５月から

同年７月までは標準報酬月額 32 万円に相当する報酬月額が事業主により

申立人に支払われていたことが確認できることから、申立人の株式会社Ａ

における標準報酬月額に係る記録を、21 年７月を 44 万円、同年８月及び

同年９月を 32 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年８月１日から 21 年 10 月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた頃、給与は 30 万円から 40 万円以上はあっ

たにもかかわらず、標準報酬月額が著しく低いので調査の上、記録を訂

正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせん



                      

  

の根拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金保険の保険料

徴収権が時効により消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権

が時効により消滅した期間については、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）

を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生

労働省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間に

おいて、その期間に適用される法律に基づき記録訂正が行われるかを判

断することとしている。 

申立期間のうち、平成 14 年８月１日から 21 年７月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた

期間であるから、厚生年金特例法を、同年７月１日から同年 10 月１日

までの期間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により

消滅していない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

 

２ 申立人は申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、申立期間のうち、平成 14 年 10 月１日から 21 年７月１日までの期

間については、申立人が保管する株式会社Ａの給与明細書により、申立

人は、当該期間においてオンライン記録により確認できる標準報酬月額

（24 万円）を超える報酬月額の支払いを受け、24 万円の標準報酬月額

に見合う厚生年金保険料を超える厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

一方、申立期間のうち、当該期間に係る標準報酬月額については、厚

生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 14 年 10 月１日から 21 年７月１

日までの期間に係る標準報酬月額については、給与明細書等で確認でき

る報酬月額及び保険料控除額により、14 年 10 月から 15 年３月までを

28 万円、同年４月は 30 万円、同年５月から同年９月までを 36 万円、

同年 10 月及び同年 11 月を 30 万円、同年 12 月から 16 年９月までを 36

万円、同年 10 月から 18 年８月までを 34 万円、同年９月から 21 年５月

までを 32 万円、同年６月を 28 万円に訂正することが必要である。 

なお、当該期間の保険料の事業主の納付義務については、事業主から

は回答を得られず、不明であるが、事業主が平成 15 年、16 年、17 年、

18 年及び 20 年の健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届に

より申立人の標準報酬月額を 24 万円とする届出を行っていることから、



                      

  

事業主は給与明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報

酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該

標準報酬月額に見合う保険料の納入告知を行っておらず、事業主は、当

該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

３ 申立期間のうち、平成 21 年７月１日から同年 10 月１日までの期間に

係る標準報酬月額については、オンライン記録によると、同年７月及び

同年８月は 24 万円、同年９月は 18 万円と記録されている。 

しかしながら、申立人から提出された給与明細書によると、標準報酬

月額の決定又は改定の基礎となる平成 20 年４月から同年６月までは標

準報酬月額 44 万円、21 年５月から同年７月までは標準報酬月額 32 万

円に相当する報酬月額が事業主により申立人に支払われていたことが確

認できる。 

したがって、申立人の株式会社Ａにおける標準報酬月額について、平

成 21 年７月を 44 万円、同年８月及び同年９月を 32 万円に訂正するこ

とが必要である。 

 

４ 申立期間のうち、平成 14 年８月及び同年９月については、申立人が

主張する標準報酬月額に見合う保険料控除を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる資料が無く、このほか、申立人の当該期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6676 

 

第１ 委員会の結論    

申立人は、申立期間①及び②のうち、平成７年９月１日から９年 10 月

１日までの期間、15 年４月１日から 19 年８月７日までの期間及び 20 年

９月１日から 21 年７月１日までの期間について、その主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人の株式会社Ａにおける標準報酬月額に係る

記録について、７年９月を 24 万円、同年 10 月から８年１月までを 36 万

円、同年２月から同年９月までを 20 万円、同年 10 月から９年９月までを

19 万円、15 年４月から同年７月までを 36 万円、同年８月を 34 万円、同

年９月を 36 万円、同年 10 月から 16 年２月までを 34 万円、同年３月から

同年９月までを 36 万円、同年 10 月から 18 年８月までを 34 万円、同年９

月から 19 年７月までを 32 万円、20 年９月から 21 年５月までを 32 万円、

同年６月を 28 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間②のうち、平成 21 年８月１日から 23 年７月１日までの

期間に係る標準報酬月額については、標準報酬月額の決定又は改定の基礎

となる 21 年５月から同年７月までは標準報酬月額 30 万円、22 年４月か

ら同年６月までは標準報酬月額 56 万円、同年 10 月から同年 12 月までは

標準報酬月額 47 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人に支払わ

れていたことが確認できることから、申立人の株式会社Ａにおける標準報

酬月額に係る記録を 21 年８月から 22 年８月までは 30 万円、同年９月か

ら同年 12 月までは 56 万円、23 年１月から同年６月までは 47 万円に訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成７年８月１日から 19 年８月７日まで 

             ② 平成 20 年７月１日から 23 年７月１日まで 



                      

  

    株式会社Ａに勤務していた頃の給与に比べて標準報酬月額が著しく低

いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①及び②に係る年金記録の確認を求めているが、

あっせんの根拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金保険

の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち、申立日において保険

料徴収権が時効により消滅した期間については、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」と

いう。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、と

いう厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記

各期間において、その期間に適用される法律に基づき記録訂正が行われ

るかを判断することとしている。 

申立期間①及び②のうち、平成７年８月１日から 19 年８月７日まで

の期間、及び 20 年７月１日から 21 年７月１日までの期間については、

本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間である

から、厚生年金特例法を、申立期間②のうち、同年７月１日から 23 年

７月１日までの期間については、本件申立日において保険料徴収権が時

効により消滅していない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

 

２ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てていると

ころ、申立期間①及び②のうち、平成７年９月１日から９年 10 月１日

まで、15 年４月１日から 19 年８月７日まで、及び 20 年９月１日から

21 年７月１日までの期間については、申立人が保管する株式会社Ａの

給与明細書、給与台帳、確定申告書、源泉徴収票及び給与振込記録によ

り、申立人は、当該期間においてオンライン記録により確認できる標準

報酬月額を超える報酬月額の支払いを受け、オンライン記録における標

準報酬月額に見合う厚生年金保険料を超える厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

  なお、申立人は平成９年２月分の給与明細書を紛失していることから、

同年３月の厚生年金保険料控除額については不明であるが、前後の期間

の給与明細書により、当該月の保険料控除額は前後月と同額の１万

6,770 円であったものと推認される。 

一方、当該期間に係る標準報酬月額については、厚生年金特例法に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定すること



                      

  

となる。 

したがって、申立期間①及び②の標準報酬月額については、給与明細

書及び給与台帳等の資料で確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除

額により、７年９月を 24 万円、同年 10 月から８年１月までを 36 万円、

同年２月から同年９月までを 20 万円、同年 10 月から９年９月までを

19 万円、15 年４月から同年７月までを 36 万円、同年８月を 34 万円、

同年９月を 36 万円、同年 10 月から 16 年２月までを 34 万円、同年３月

から同年９月までを 36 万円、同年 10 月から 18 年８月までを 34 万円、

同年９月から 19 年７月までを 32 万円、20 年９月から 21 年５月までを

32 万円、同年６月を 28 万円に訂正することが必要である。 

なお、当該期間の保険料の事業主の納付義務については、事業主から

は回答を得られず、不明であるが、事業主が健康保険厚生年金保険被保

険者報酬月額算定基礎届により申立人の標準報酬月額を平成 16 年、17

年、18 年は 28 万円、21 年及び 22 年は 18 万円とする届出を行っている

ことから、事業主は給与明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額

に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当

時）は、当該標準報酬月額に見合う保険料の納入告知を行っておらず、

事業主は、当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

 

３ 申立期間②のうち、平成 21 年７月１日から 23 年７月１日までの期間

に係る標準報酬月額については、オンライン記録によると 21 年７月及

び同年８月が 26 万円、同年９月から 23 年６月までが 18 万円と記録さ

れている。 

  しかしながら、申立人から提出された給与明細書によると、標準報酬

月額の決定又は改定の基礎となる 21 年５月から同年７月までは標準報

酬月額 30 万円、22 年４月から同年６月までは標準報酬月額 56 万円、

同年 10 月から同年 12 月までは標準報酬月額 47 万円に相当する報酬月

額が事業主により申立人に支払われていたことが確認できる。 

したがって、当該期間の申立人の株式会社Ａにおける標準報酬月額を

平成 21 年８月から 22 年８月までは 30 万円、同年９月から同年 12 月ま

では 56 万円、23 年１月から同年６月までは 47 万円することが必要で

ある。 

 

４ 申立期間①のうち、平成７年８月は厚生年金保険料が控除されていな

いことが確認できる上、９年 10 月１日から 15 年４月１日までの期間に

ついては、申立人が所持する給与明細書に記載される厚生年金保険料控



                      

  

除額は、オンライン記録に基づく標準報酬月額から算出される保険料額

よりも低額となっていることが確認できることから、厚生年金特例法に

よる保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

  また、申立期間②のうち、平成 20 年７月については、同月分（同年

８月支給）の給与明細書によれば、厚生年金保険料が控除されておらず、

同年８月については、源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

に見合う標準報酬月額が、オンライン記録により確認できる標準報酬月

額（26 万円）よりも高額であるものの、事業主より支払われた報酬月

額がオンライン記録における標準報酬月額より低額となっていることか

ら、厚生年金特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

  さらに、平成 21 年７月については、申立人が所持する給与明細書に

よると、当該期間の標準報酬月額の決定の基礎となる 20 年７月の被保

険者資格取得時において、申立人は、その主張する報酬月額が事業主に

より支払われていないことから、標準報酬月額に係る記録の訂正を行う

必要は認められない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6678 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②のうち、昭和 45 年４月１日から 46 年 10 月１日ま

での期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け

出た標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標準報酬月

額については、45 年４月から同年９月までを４万 8,000 円、同年 10 月か

ら 46 年９月までを５万 2,000 円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月１日から 43 年６月 25 日まで 

             ② 昭和 43 年７月１日から 51 年１月 31 日まで 

    ねんきん定期便によると、株式会社Ａに勤務した申立期間①が 15 か

月空白となっているので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

    また、株式会社Ｂに勤務した申立期間②の標準報酬月額が実際に支払

われた給与額と相違しているので、当該期間の標準報酬月額の記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②のうち、昭和 45 年４月１日から 46 年 10 月１日までの期

間について、申立人に係る株式会社Ｂの健康保険厚生年金保険被保険者

名簿によると、当該期間の標準報酬月額は、当初、45 年４月から同年

９月までは４万 8,000 円、同年 10 月から 46 年９月までは５万 2,000 円

と記録されていたところ、45 年 12 月 26 日付けで当該記録が取り消さ

れ、同年４月に遡って３万円に引き下げられていることが認められる。 

また、当該期間において株式会社Ｂに勤務していた申立人を含む４人

のうち、事業主を除く同僚２人の記録が、いずれも申立人と同様に昭和

45 年 12 月 26 日付けで、１人は同年４月の随時改定の記録が取り消さ

れ、ほかの１人は同年１月４日付けの資格取得日に遡って標準報酬月額

の記録が訂正されていることが確認できる。 

さらに、当該事業所における被保険者記録を有する同僚３人に照会し

たところ、１人から回答があり、当該同僚は、申立人の職務について



                      

  

「経理」としているものの、社会保険事務担当者及び給与計算担当者に

ついて申立人以外の人物を挙げており、申立人が当該業務に関与したか

否かについて「直接は関与していないと思う。」と供述していることか

ら、遡及訂正の手続について申立人の関与があったと考え難い。 

加えて、上記同僚は、当該事業所の経営状況について「昭和 51 年以

前は苦しかった。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、昭和 45 年 12 月 26 日付けで行われた

遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所におい

てこのような訂正処理を行う合理的な理由は無く、有効な記録訂正があ

ったとは認められない。このため、当該訂正処理の結果として記録され

ている申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務

所に当初届け出た昭和 45 年４月から同年９月までを４万 8,000 円、同

年 10 月から 46 年９月までを５万 2,000 円に訂正することが必要と認め

られる。 

 

２ 一方、申立期間②のうち、昭和 43 年７月から 45 年３月までの期間の

標準報酬月額について、申立人は、43 年７月の資格取得時が５万 5,000

円、44 年７月からは６万円であったと主張しているところ、株式会社

Ｂの健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の標準報酬月

額は、資格取得時が２万 8,000 円、44 年の定時決定において３万円と

記録されており、当該標準報酬月額は申立人のオンライン記録における

標準報酬月額と一致していることが確認できる上、当該被保険者名簿に

おいて遡って標準報酬月額の訂正が行われた形跡は見当たらない。 

 また、申立期間②のうち、昭和 46 年 10 月から 50 年 12 月までの期間

の標準報酬月額について、申立人は、46 年 10 月は７万 5,000 円、以後

毎年１万円程度の昇給があり、50 年７月からは 13 万 5,000 円であった

と主張しているところ、株式会社Ｂの健康保険厚生年金保険被保険者名

簿によると、申立人の標準報酬月額は３万円と記録されており、当該記

録について前述の訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情は見当

たらず、不合理な処理の形跡は見当たらない上、当該被保険者名簿にお

ける標準報酬月額は、申立人のオンライン記録における標準報酬月額と

一致していることが確認できる。 

さらに、申立人は、自身が所持する健康保険被扶養者異動届（昭和

49 年 12 月２日の確認押印）の標準報酬月額欄に 10 万 5,000 円と記載

されていることを理由として、同額は厚生年金保険にも適用されていた

はずであると主張しているところ、同額は標準報酬月額には無く、事業

主が直近の定時決定又は随時改定において同額を申立人の標準報酬月額

として届け出たとは考え難い。 

加えて、株式会社Ｂは、昭和 56 年６月１日付けで厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっており、事業主も既に亡くなっていることから、



                      

  

申立人の当該期間の報酬月額及び保険料控除額について確認することが

できない上、申立人は、当該期間に係る給与明細書等の資料を所持して

いないことから、当該事業所における被保険者記録を有する同僚３人に

照会したところ、１人から回答があったものの、当該同僚は当該期間に

係る給与明細書等の資料を保管しておらず、申立人の当該期間における

報酬月額及び保険料控除額について供述を得ることができなかった。 

このほか、申立人が主張する報酬月額及び標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立期間②のうち昭和 43 年７月から 45 年３月までの期間、

46 年 10 月から 50 年 12 月までの期間について、申立人が主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 

 

３ 申立期間①について、申立人が株式会社Ａにおける同僚１人の名前を

記憶していることから、期間の特定はできないものの、申立人が同社に

勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、申立人が挙げた同僚５人のうち４人は株式会社Ａにお

ける被保険者記録が無い上、申立期間に同社において被保険者記録を有

する同僚２人のうち所在が確認できた１人に照会したものの、回答を得

ることができず、申立人の申立期間①における勤務実態について確認で

きない。 

また、申立人は、申立期間①に係る給与明細書等の資料を所持してい

ない上、株式会社Ａは当時の資料を保管しておらず、申立人の当該期間

に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

さらに、申立人の雇用保険の被保険者記録には、同社における被保険

者記録が無く、このほか、申立人の申立期間①における勤務実態及び厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6683 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 41 年１月７日に、資格喪失日に係る記録を同年６月

26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の記録を３万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年１月７日から同年６月 26 日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の記録が無いが、

Ａ株式会社の前に勤務した事業所を同時期に退職し、同時期からＡ株式

会社に勤務した同職種の同僚は、当該事業所での被保険者記録があるの

で、私の記録が無いのは納得できない。申立期間を被保険者期間と認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の複数の同僚の証言並びに当時のＡ株式会社の従業員及び業務内

容に関する申立人の具体的な供述内容から判断すると、申立人が申立期間

において当該事業所に勤務していたことが認められる。 

また、申立人はＡ株式会社でＢ業務をしていたと申述しているところ、

申立人がＡ株式会社の前に勤務した事業所から申立人より１か月くらい前

にＡ株式会社に転職し当該事業所で申立人と同じ業務に従事したとされる

同僚及び申立人が氏名を記憶している申立期間に同じ業務に従事していた

４人の同僚には、全て厚生年金保険の被保険者としての記録が存在する。 

さらに、申立人及び同僚が証言した当時の当該事業所の従業員数と社会

保険事務所（当時）の記録上の厚生年金保険被保険者数がおおむね一致す

る上、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、被



                      

  

保険者期間が申立人よりも短期間の者や、当時Ｂ業務の助手をしていたと

供述している者についても被保険者記録が記載されていることから、申立

期間当時、当該事業所においては、ほぼ全ての従業員が厚生年金保険に加

入していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により、給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同時期から勤務し

た上記の同僚の標準報酬月額が３万円であることから、３万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

申立期間のＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保

険証の番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所

の記録が失われたとは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機

会においても社会保険事務所が申立人に係る届出を記録していないとは、

通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ

資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 41 年１月から同年５月までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6684 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額（50 万円）であったと認められることから、申立

期間の標準報酬月額の記録を 50 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年４月１日から７年８月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、平成６年４月１日から７年８

月１日までの間の標準報酬月額が当時の給与に比べて低いので訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 オンライン記録では、申立人の株式会社Ａにおける申立期間の標準報

酬月額は、当初、50 万円と記録されていたところ、平成７年３月６日付

けで、６年 10 月１日の定時決定を取り消し、同年４月１日に遡及して 17

万円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該処理日において当該事業所の被保険者は申立人のほか８人確

認できるが、同日に全員の標準報酬月額が遡及して減額訂正されているこ

とが確認できる。 

さらに、申立人は株式会社ＡのＢ所に勤務していたところ、同社本社に

勤務していた複数の同僚は、申立期間当時は会社の経営状態が悪く、事業

主から標準報酬月額を下げる旨の話があったが、Ｂ所の社員に伝わってい

たかどうかは不明と供述している。 

加えて、複数の同僚の供述から、申立人は社会保険事務担当者ではなか

ったことが確認できる上、当該同僚の供述及び登記簿謄本から、役員でも

なかったことが確認できる。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成７年３月６日付けで行われた

遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について６年４月

１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認



                      

  

められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認

められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申

立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届

け出た 50 万円に訂正することが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6685 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち昭和 40 年６月１日から同年７月１日までの

期間について、その主張する標準報酬月額（４万 5,000 円）に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、当該期間の標準報酬月額に係る記録を４万 5,000 円に訂正すること

が必要である。 

 なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年 10 月１日から 63 年６月１日まで 

Ａ株式会社に勤務していた申立期間について、標準報酬月額と給与明

細書の支給額とが異なるため、確認して正しい金額に訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の申立期間のうち昭和 40 年６月１日から同年７月

１日までの期間に係る標準報酬月額については、申立人から提出された給

与明細書において確認できる保険料控除額から、４万 5,000 円に訂正する

ことが妥当である。 



                      

  

  なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していたか否かについては、事業主は「資料

が残っていないため不明。」としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額

の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

 一方、申立期間のうち、昭和 34 年 10 月から 40 年５月、40 年７月か

ら 63 年５月までの期間については、給与明細書における厚生年金保険料

控除額に見合う標準報酬月額及び支給額に見合う標準報酬月額のいずれか

低い額は、オンライン記録より確認できる標準報酬月額と同額又は低額で

あることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4653 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年９月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 56 年９月から 62 年３月まで 

申立期間の保険料は、母が毎月納付していたので、未納となっている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る国民年金保険料を納付していたとしている申立人の母は、

申立人が 20 歳となった昭和 56 年＊月に、Ａ市（現在は、Ｂ市）から年金

手帳と納付書が送られてきたとしているところ、申立人の国民年金手帳記

号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、62 年４月

頃に払い出されたと推認される上、当委員会においてオンラインの氏名検

索等により調査したが、申立人に別の記号番号が払い出されていた形跡も

見当たらないことから、62 年４月当時、申立期間のうち 56 年９月から 60

年２月までは時効のため保険料を遡って納付することはできなかったと考

えられる。 

また、昭和 62 年４月当時、申立期間のうち 60 年３月から 62 年３月ま

では、保険料を遡って納付することが可能であったが、申立人の母は、

「保険料は毎月納付していた。過去の保険料をまとめて納付した記憶は無

い。」としている。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4656 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年４月から５年９月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年４月から５年９月まで 

    申立期間は未納期間とされているが、私は、父から、私が学生であっ

た平成３年４月から６年３月までの期間（36 月）のうち半分（18 月）

を追納したと聞いている。３年４月から４年３月まで及び５年 10 月か

ら６年３月までの保険料は追納されているので、追納されていない申立

期間は免除期間のはずである。申立期間を保険料免除期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父から、申立人が学生であった平成３年４月から６年３

月までの期間のうち 18 月を追納したと聞いており、追納されていない申

立期間は免除されているはずであるとしている。しかしながら、申立人の

国民年金の加入手続及び保険料の免除申請を行ったとするその父は既に他

界しており証言を得られず、申立人自身は、国民年金の加入手続及び免除

手続に直接関与していないことから、これらの状況が不明である。 

   また、オンライン記録によると、申立期間直前の平成３年４月から４年

３月までの期間は、３年５月 31 日に免除申請（同年 10 月 18 日に処理）

され、申立期間直後の５年 10 月から６年３月までの期間は、５年 11 月

30 日に免除申請（同年 12 月 24 日に処理）されていたところ、これら免

除期間に係る保険料が 10 年７月１日に追納されている記録となっており、

申立期間を挟んで追納されていることから、当該追納時点において、申立

期間は免除申請された記録となっていなかったと考えるのが自然である。 



 

  

   さらに、申立人の弟の国民年金手帳記号番号は、申立人と連番であり申

立人と同様に平成３年 10 月頃に払い出されたと推認されるとともに、オ

ンライン記録では、申立人が免除されている期間と同じ同年４月から４年

３月までの期間は、申立人と同じく３年５月 31 日に免除申請（同年 10 月

18 日に処理）されていたところ、当該免除期間に係る保険料が 10 年７月

２日に追納されており、申立人の記録とほぼ同様のものとなっているが、

その弟についても、４年４月から厚生年金保険の被保険者資格を取得する

月の前月（５年３月）までは、申立人と同様、未納期間である。 

   加えて、申立人が、申立期間について、免除の承認を受けたこと及び免

除申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認を受

けたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4658 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年 11 月の国民年金保険料については、還付されていな

いものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年 11 月 

    私は、申立期間の国民年金保険料は昭和 61 年 11 月 13 日に納付して

いるが、年金記録によると当該期間は国民年金第３号被保険者資格期間

となっていたので、これについて年金事務所に確認したところ、「その

納付した保険料は 62 年１月頃に還付されており、申立人名義の金融機

関口座に振り込まれている。」とのことだった。しかしながら、その当

時、私は、申立期間の保険料の還付に係る通知を受け取ったことや還付

の手続を行った記憶は無い上、自分名義の口座は開設しておらず、申立

期間の保険料が還付済みとなっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61 年 11 月 13 日に申立期間の国民年金保険料を納付し、

その保険料が 62 年１月頃に還付された記録となっていることについて、

その当時、還付に係る通知を受け取ったことや還付の手続を行った記憶は

無いとしている。これについて、申立期間の保険料は、申立人が所持して

いる「昭和 61 年度国民年金保険料領収証書」から、申立人の申述のとお

り 61 年 11 月 13 日に納付されていることが確認できるものの、オンライ

ン記録等によると、申立期間は国民年金第３号被保険者資格期間であり、

保険料の納付は必要としないことから、納付された当該期間の保険料

7,100 円は、62 年１月 28 日に還付の事務処理が行われ、申立人名義の金

融機関口座「Ａ銀行Ｂ支店＊」への振込により還付された記録となってい

る。 

また、上述の金融機関口座について、申立人は、申立期間の国民年金保

険料が還付された当時は、自分名義の口座を開設していなかったとしてい



 

  

るが、同銀行の記録が保管されているＣ銀行では、上記の口座に該当する

口座は存在しないとしているものの、参考の口座として、名義人が申立人

と同じ氏名の「Ｄ」である「Ａ銀行Ｂ支店＊」口座に係る資料が提出され

た。そこで、当該口座について調査したところ、ⅰ）年金事務所が還付し

たとする時期と同時期の昭和 62 年１月 30 日に「Ｅシャカイホケンジムシ

ョ」から 7,100 円が入金されたことが記録されており、その金額は還付さ

れるべき金額と同額であること、ⅱ）申立人が当時居住していたところか

らほど近い金融機関であること、ⅲ）同行同支店において、申立期間当時、

申立人の夫の口座が存在していたこと、ⅳ）当該口座の口座番号はオンラ

イン記録に記載の口座番号と酷似していることを考え合わせると、当該口

座は申立人の口座であると考えるのが妥当であり、申立期間の保険料の還

付は適切に行われたものと判断される。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと

認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4659 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年１月から 50 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年１月から 50 年 12 月まで 

私は、結婚後、妻が厚生年金保険から国民年金に切り替えたため、自

分も加入しなくてはいけないと思い、昭和 50 年頃にＡ町役場保険課

（当時）に行き、加入手続を行った。その際、役場の担当者から未納分

の保険料を納付すれば、ほかの人と同じように年金がもらえると言われ

たので、同役場において申立期間の保険料約７万円から８万円を現金で

納付した。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50 年頃にＡ町役場で国民年金の加入手続した際に、役

場の担当者から未納分の保険料を納付すれば、ほかの人と同じように年金

がもらえると言われ、同役場において申立期間の保険料約７万円から８万

円を現金で納付したとしている。しかしながら、申立人は、国民年金の加

入時期や当時の国民年金保険料の納付金額に関する記憶が明確でなく、こ

れらの状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から昭和 53 年 11 月頃に払い出されたと推認され、申立期

間の国民年金保険料はこの時期に実施されていた第３回特例納付（53 年

７月から 55 年６月まで実施）により納付できるものの、申立期間の特例

納付に必要な保険料金額は、43 万 2,000 円（１か月 4,000 円×申立期間

108 か月）であり、申立人が納付したと主張する金額（約７万円から８万

円）とは大きく相違する上、当委員会においてオンラインの氏名検索等に

より調査を行ったが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡も見当たらない。 



 

  

   さらに、申立人の国民年金被保険者台帳（旧台帳）及びオンライン記録

によると、申立人の国民年金保険料は昭和 51 年１月から納付されている

ところ、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された 53 年 11 月頃に、

申立人が 51 年１月から 53 年 12 月までの期間の国民年金保険料をまとめ

て納付した場合に必要な保険料額は合計７万 1,070 円であり、この保険料

額は申立人が納付したと主張する金額と類似することから、申立人はこの

ことと申立期間の保険料を納付したことを混同している可能性も否定でき

ない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（領収書、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4662 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 13 年６月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

また、平成 13 年６月から同年 12 月までについては、学生納付特例期間

であったものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13 年６月から同年 12 月まで 

申立期間について、私は、成人になった時（平成 13 年６月）にＡ市

から国民年金の納付の書類が届き、そのまま国民年金に加入した。国民

年金に加入後、「国民年金保険料の未納のお知らせ」が郵送され、子供

が生まれることもあり、未納期間の保険料をきちんと納付しておきたい

と思い、14 年の年末頃に 30 万円ほどの国民年金保険料を一括で母に納

付してもらった記憶がある。 

また、学生納付特例の申請手続を行った記憶もある。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっており、保険料の納付済期間

又は学生納付特例期間となっていないことに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、成人になった時（平成 13 年＊月）にＡ

市から国民年金の納付の書類が届き、そのまま国民年金に加入し、平成

14 年の年末頃に 30 万円ほどの国民年金保険料を一括で母に納付してもら

った記憶があるとしており、その母も 30 万円ほどの国民年金保険料を１

度だけ納付した記憶があるとしている。 

しかしながら、申立人の基礎年金番号については、平成 13 年＊月＊日

に 20 歳到達者として付番されているところ、申立人のオンラインの納付

記録では、申立人は 16 年２月 23 日に 14 年４月から 16 年３月までの学生

納付特例の期間の国民年金保険料を追納しており、その納付額は合計で

31 万 9,200 円となり申立人のその母が納付したとする 30 万円ほどの金額



 

  

と近似しており、この時に納付した保険料のことと混同している可能性も

否定できず、これ以外に申立期間の保険料を納付するためには、９万

3,100 円（１万 3,300 円×７か月）が必要であるが、その母はまとめて保

険料を納付したのは１度だけだと供述している。 

また、申立人は、学生納付特例の手続を行った記憶があるとしているが、

申立人は、申立期間に係る学生納付特例の申請時期や申請場所等について

の記憶が明確でないとしていることから、当時の申請状況は不明であり、

申立人の免除に関するオンライン記録では、平成 14 年５月 31 日に同年４

月から 15 年３月まで、同年５月 16 日に同年４月から 16 年３月までの学

生納付特例を申請して承認された記録が確認できるものの、申立期間の

13 年６月から同年 12 月までの学生納付特例についての記録は見当たらな

い。 

さらに、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号が導入されており、申立期間において記入漏

れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、学生納付特例の承認を受けたこと、

及び学生納付特例申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに

保険料を納付したこと、及び学生納付特例の承認を受けたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

また、当該期間については、学生納付特例期間であったものとも認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年 10 月、同年 11 月、９年１月及び同年２月の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年 10 月及び同年 11 月 

             ② 平成９年１月及び同年２月 

    申立期間①について、私は、平成８年 10 月にＡ市にある会社に就職

したが、会社では「現在は見習期間であり、８年 12 月から厚生年金保

険に加入する。」と言われたため、申立期間①の国民年金保険料を同年

同月に勤務先近くの郵便局で２か月分をまとめて納付した。 

申立期間②について、私は、平成９年１月頃に上記の会社を退職し同

年同月にＢ市に転居した際に国民年金保険料の納付書をＢ市役所でもら

い申立期間②の保険料をＢ市役所で納付したはずである。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納となっていることに納得で

きない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、申立人は、申立期間①については、平成８

年 12 月に国民年金保険料をＡ市の郵便局で納付し、申立期間②について

は、９年１月から同年２月頃にＢ市役所で保険料を納付したとしている。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号前後の被

保険者の資格取得時期から、昭和 47 年４月頃に払い出されたと推認され、

そのことからすると、申立期間①及び②は国民年金保険料を納付すること

が可能であるものの、申立人は、申立期間①及び②に係る国民年金の加入

手続をした場所や納付書の入手方法等に関する記憶が明確でなく、申立人

が所持している国民年金手帳の住所欄には「Ｃ地Ｄ市Ｅ町」の記載がある

が、その後、申立期間①及び②に居住したＡ市及びＢ市の住所の記載は無

く、また、同手帳の「国民年金の記録（１）」も、59 年３月 21 日に国民



 

  

年金の資格を喪失した記録以外の、申立期間①及び②の資格の得喪記録が

記載されていないことから、国民年金手帳からは、申立期間①及び②につ

いて、国民年金に加入していた形跡はうかがえない。 

また、申立期間①及び②は、いずれも厚生年金保険の加入期間の間の期

間であるところ、オンライン記録によると、これらの申立期間は平成 13

年８月１日に厚生年金保険との統合に伴って未納とされており、それ以前

は国民年金の未加入期間であったと推認され、制度上保険料を納付できな

い期間である。 

さらに、申立期間②の国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月

以降は記録管理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済

通知書の光学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が

図られた上、平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期

間①及び②において記録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くな

っていると考えられる。 

加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

 

 

 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4664 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年 11 月から 56 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年 11 月から 56 年３月まで     

    私の国民年金については、Ａ市Ｂ支所（現在は、Ｃ市Ｄ区Ｅ支所）で

父が加入手続を行い、保険料についてもＦ団体役員の方が毎月集金に来

た時に父が納付しているはずである。申立期間の保険料が未納となって

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父が国民年金の加入手続及び保険料納付をしたとしてい

るが、その父は「Ｆ団体の方が毎月集金に来た時に納付した。」とするの

みで、国民年金への加入時期及び保険料納付の記憶が明確ではないことか

ら、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

資格取得時期から昭和 56 年６月頃に払い出されたと推認され、その時点

では申立期間は遡って保険料を納付できる期間であるが、上記のとおり申

立人の保険料は遡って納付した記憶は無く、当委員会においてオンライン

の氏名検索等により調査した結果でも申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料の納付をうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4667 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年５月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月から 50 年３月まで 

20 歳になった昭和 43 年頃、私は叔父が経営するＡ所で働いており、

叔母が国民年金の加入手続をし、私が結婚するまでの保険料を納付して

くれた。46 年 10 月に結婚した後は妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納

付したはずである。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は 20 歳になった昭和 43 年頃、その叔父が経営するＡ所で働いて

おり、その叔母が国民年金の加入手続をし、申立人が結婚するまでの保険

料を納付してくれたとしているが、その叔母は高齢で証言を得ることがで

きず、46 年 10 月に結婚した後の保険料を納付したとするその妻も保険料

納付に関する記憶が明確ではなく、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 50 年 10 月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、43 年５月から 48 年６月までの期間は時効により保険料を納付

できない期間であり、同年７月から 50 年３月までの期間は遡って保険料

を納付できる期間であるが、上記のとおり保険料の納付状況が不明である

上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人

に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立期間は 83 か月と長期間である上、申立人が申立期間の保

険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほ

かに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4669 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 20 年１月から同年 11 月までの期間及び 22 年１月から同

年 12 月までの期間の国民年金保険料については、還付されていないもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 62 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年１月から同年 11 月まで 

             ② 平成 22 年１月から同年 12 月まで 

    厚生年金保険に加入中であるにもかかわらず、国民年金保険料を納付

したため、平成 20 年 12 月及び 21 年１月の保険料が還付されるとのこ

とだが、私の母は、２か月分の保険料しか納付していないはずは無く、

申立期間①及び②のうちの５か月から６か月ほどの保険料を５回から６

回ほど納付した記憶があるとしている。これらの保険料が還付されない

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金保険料を納付したとするその母は、申立人が厚生年金

保険の被保険者期間中の分の保険料を納付したため、平成 20 年 12 月及び

21 年１月の保険料が還付されるとのことだが、２か月分の保険料しか納

付していないはずは無く、申立期間①及び②のうちの５か月から６か月ほ

どの保険料を５回から６回ほど納付した記憶があるとしている。しかしな

がら、その母は、「年度が過ぎた保険料の催告通知が届くと１か月分ごと

に納付したと思うが、納付した月もあったし、納付しない月もあり、いつ

の月の保険料を納付したか分からない。」と回答していることから、申立

期間の保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人は、行政側から送付された「領収（納付受託）済通知書」

６枚（平成 19 年７月分、同年８月分、同年９月分から 20 年２月までの分、



 

  

同年３月分から 21 年２月までの分、同年３月分）を提出しているが、そ

れぞれの領収（納付受託）日付印欄は全て空欄であることから、これは納

付したことを示す証拠とはならない。 

   さらに、申立人は、平成 19 年５月１日から 23 年９月１日まで厚生年金

保険の被保険者であり、当該期間の国民年金保険料が納付された場合には

過誤納と管理され還付されるところ、過誤納者整理票には、申立人の基礎

年金番号、住所、氏名及び生年月日が記載され、「過誤納該当期間の納付

状況」の「収納年月日」欄には、20 年 12 月分保険料は「23．１．26」、

21 年１月分保険料は「23．２．21」とそれぞれ記載され、この過誤納と

なった２か月分の保険料２万 8,820 円は、23 年５月 20 日に還付決議され

ていることが同年７月 14 日時点のオンライン記録で確認できるが、これ

以外の過誤納の記録は確認できない。 

   加えて、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記

録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと

認めることはできない。 

 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4671 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年３月から 51 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月から 51 年５月まで 

    私は、昭和 48 年２月に結婚するために会社を退職し、Ａ市に移動し

た時に国民年金に加入し、毎月、口座振替で国民年金保険料を納付した。

当時国民年金保険料は、月 500 円くらいだったと思う。Ａ市から移動し

た後の 51 年６月にＢ市で国民年金に加入したことになっており、その

時からの国民年金の加入記録は残っているが、当時任意加入者であり、

子供も３人いたのでＢ市役所に国民年金の新規加入手続に行った覚えは

無い。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年２月に結婚するために会社を退職し、その後移動

したＡ市で国民年金の加入手続を行い、毎月、口座振替で国民年金保険料

を納付したと主張している。しかしながら、申立人は、当時国民年金の加

入手続を行う行政機関であるＡ市役所に行った記憶は無いとしている上、

Ａ市役所では、申立期間当時は３か月ごとの納付サイクルで、保険料の口

座振替は申立期間後の 53 年 10 月からとしているなど、申立人の主張と当

時の国民年金の加入手続や納付方法が相違しているため、国民年金の加入

手続及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期からＢ市において昭和 51 年６月頃に払い出されたと推認

され、その時点では、その夫の被扶養配偶者であり、任意加入被保険者で

あった申立人は、申立期間は未加入期間であり、制度上国民年金保険料は

納付できない上、申立人は、特例納付制度を知らなかったとしており、同

制度で保険料を納付した事情は見当たらず、制度上も保険料を納付できな



 

  

い。 

   さらに、申立人が所持している年金手帳は、昭和 49 年 11 月以降に使用

されている様式のもので、申立人は、当該年金手帳以外に別の年金手帳の

交付を受けていないとしていることから、申立期間において申立人に別の

国民年金手帳記号番号が払い出された事情が見当たらない上、当委員会に

おいてオンライン氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手

帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

   



 

  

埼玉国民年金 事案 4673 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 14 年３月及び同年４月の国民年金保険料については納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年３月及び同年４月 

    申立期間について、私は、平成 14 年４月に結婚したが引っ越しや結

婚準備のため申立期間の国民年金保険料を滞納したので、納付場所や、

納付方法などについての明確な記憶は無いが、同年６月中旬頃に国民年

金保険料及び国民健康保険料をまとめて納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、結婚準備などで多忙だったことから、申

立期間の国民年金保険料を滞納し、平成 14 年６月にまとめて保険料を納

付したとしている。しかしながら、申立人は保険料の納付場所や納付方法

等について、明確な記憶は無いと申述しており、保険料の納付状況は不明

である。 

また、申立人は保険料を納付したことを証明する資料として、その夫の

「平成 14 年分 給与所得の源泉徴収票」を提出したが、同源泉徴収票か

ら納付したとする保険料額に該当する記載は確認できなかった。 

さらに、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記

録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4676 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年６月から 61 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、自分が、Ａ駅前のＢ銀行（当時）で納

付したので、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 61 年６月にＣ市役所（現在は、Ｄ市Ｅ区役所）で国

民年金の加入手続をした後、自分が、Ａ駅前のＢ銀行で、申立期間の保険

料を納付した。当時は 10 年遡って納付できた。」としているところ、申

立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得

時期から、昭和 62 年２月頃に払い出されたと推認され、その当時は特例

納付制度が実施されていなかったことから、申立期間のうち 58 年６月か

ら 59 年 12 月までの期間に係る保険料は、時効により納付できなかったと

考えられる。 

また、申立期間の国民年金保険料として申立人が記憶している納付額

（５、６万円）と実際必要となる保険料額（21 万 3,820 円）は大きく異

なっている上、Ｄ市の保管している「国民年金保険料検認全リスト」によ

り、申立人が、昭和 62 年３月５日に、保険料５万 6,800 円を遡って一括

納付しており、それが申立期間直後の 61 年４月から同年 11 月までの期間

に係る保険料であることが確認できることから、申立人が遡って納付した

とする期間は当該期間であったと考えるのが自然である。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ



 

  

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4677（事案 3267 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年８月から５年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年８月から５年２月まで  

平成４年８月に会社を退職後、母が、私の国民年金の加入手続をして

くれた。保険料は母と私がＡ市役所（現在は、Ｂ市役所）で納付してお

り、私は３か月分か４か月分の保険料をまとめて同市役所に納付したと

記憶しているので、申立期間が未加入期間となっていることに納得でき

ない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、申立人は、その母が、申立人の国民年金の加入手

続をＡ市役所で行い、保険料は申立人又はその母が同市役所で納付してお

り、申立人は３か月分か４か月分の保険料をまとめて同市役所に納付した

としているが、その母は既に他界しており、申立人は国民年金の加入手続

に関与していないため、国民年金の加入状況が不明である上、オンライン

記録によると、申立期間は未加入期間であり制度上保険料を納付すること

はできなかったと考えられるとして、既に当委員会の決定に基づく平成

23 年６月 16 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

   今回の申立てにおいて、申立人から、新たな証拠としてその母の家計簿

が提出されたが、当該家計簿からは、申立人又はその母が申立期間の国民

年金保険料を納付したことをうかがわせる形跡は見当たらず、これまで収

集した資料等を含めて再度検討したが、当委員会の当初の決定を変更すべ

き新たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認めることはできない。    



 

  

埼玉国民年金 事案 4678 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年２月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年２月から 55 年３月まで 

    私の国民年金については、20 歳になった昭和 52 年＊月頃、私の母が

Ａ農業協同組合（現在は、Ｂ農業協同組合）で加入手続をした。保険料

も、集金に来たＡ農協職員に母が納付した。申立期間の保険料が未納に

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年＊月頃、その母がＡ農業協同組合で申立人の国民

年金の加入手続をし、保険料も、集金に来た同農業協同組合の職員に納付

したとしているが、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行った

とするその母はこれらに関する記憶が明確でなく、これらの状況が不明で

ある。 

また、オンライン記録によると申立人は昭和 55 年５月 21 日に任意加入

していることから、その際に 20 歳に遡って国民年金の被保険者資格を取

得したものであり、それ以前の申立期間は未加入期間であり、制度上保険

料を納付できない期間であったと考えられる上、当委員会においてオンラ

インの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4680（事案 2461、3107 及び 4203 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年７月から 54 年３月までの期間及び平成 12 年６月の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年７月から 54 年３月まで 

             ② 平成 12 年６月 

申立期間①については、私が 20 歳になった時、母が国民年金の加入

手続をしてくれた。母は、姉と私の保険料を毎月集会所に持参し納付し

てくれていたが、昭和 49 年頃に体調を崩し 52 年＊月に他界した。私は、

母が体調を崩した 49 年頃からは３人分の保険料を、母が他界した後は

姉と二人分の保険料を集会所に持参し納付した。55 年頃からは、Ａ銀

行（現在は、Ｂ銀行）に国民年金保険料を振り込んでいたが、しばらく

してＣ銀行に替えた。このように確実に納付していたのに申立期間①の

保険料が未納となっていることに納得できない。 

申立期間②については、Ｄ市役所で厚生年金保険から国民年金に切り

替えた時に、同市役所担当者から国民年金の保険料納付記録が１か月分

抜けていることを教えられ、平成 12 年７月１日にＥ社会保険事務所

（当時）に行き、１か月分の保険料を納付した。申立期間②が未加入と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、同じ内容の申立てをこれまでに３回にわたり行っているとこ

ろ、当委員会において、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記

号番号が昭和 54 年８月 31 日に払い出されており、その時点では、申立期

間①の大部分は時効により保険料を納付することができない上、別の国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがえないこと、また、申立期

間②については、保険料を納付することができない未加入期間であること

を主な理由として、申立人は申立期間①及び②の国民年金保険料を納付し



 

  

ていたものと認めることはできないとして、平成 21 年 11 月４日付け、22

年４月 28 日付け及び 23 年５月 18 日付け年金記録の訂正は必要でないと

する通知がそれぞれ行われている。 

今回、申立人は、当委員会の決定に納得がいかないとして４回目となる

申立てを行っていることから、当委員会において再度申立内容を調査した

が、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる新たな周辺

事情は見当たらず、申立人から納付を裏付ける具体的な証言も得られず、

そのほかに委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6651 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 51 年２月 26 日から同年４月１日まで 

  株式会社Ａに昭和 51 年３月 31 日まで勤務したので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ａに昭和 51 年３月 31 日まで勤務したとしているが、

同僚から申立期間に係る勤務実態についての供述は得られず、同社は法務

局の登記記録では平成 14 年 12 月＊日に解散している上、解散時の事業主

へ申立内容について照会したが回答は得られなかった。 

また、申立人の株式会社Ａに係る雇用保険被保険者記録では、申立人は

昭和 51 年２月 25 日に離職（資格取得日は昭和 50 年４月１日）している

ことが確認でき、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録と

一致している上、同原票の記録が遡及して訂正された等の形跡は見当たら

ない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6653（事案 3348 及び 5438 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者としてその主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

 また、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年６月１日から４年３月 27 日まで 

             ② 平成６年４月１日から７年１月 25 日まで 

    申立期間①について、株式会社Ａでの標準報酬月額の記録については、

41 万円及び 20 万円となっているが、同社に勤務していた期間、給与は

50 万円で変わらなかったので、50 万円に訂正してほしい。 

申立期間②について、平成６年４月１日から株式会社Ｂに月額給与

50 万円の契約で勤務し、給与から厚生年金保険料などの社会保険料や

所得税など合計９万円を控除されていたが、厚生年金保険の加入記録は、

勤務した翌年の７年１月 25 日から同社が破産宣告を受けた同年２月＊

日までの１か月だけの記録となっているので、申立期間を被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、オンライン記録では社会保険事務所(当時)の

事務処理に不自然さは認められず、また、株式会社Ａは、平成４年３月

27 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間①当時

の給与明細書等は確認できないことから、申立人が申立期間についてそ

の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできないとして、既に当委員会の

決定に基づく 23 年５月 11 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 



  

    今回、申立人から、再度、申立期間についての申立てが行われたが、

追加実施した同僚調査の結果においても、申立人が申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認すること

はできず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらないことから、申立人が申立期間についてその主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 

    

  ２ 申立期間②については、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び供述を得ることができず、事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできないとして、既に

当委員会の決定に基づく平成 22 年６月９日及び 23 年５月 11 日付け年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

    今回、申立人から、再度、申立期間についての申立てが行われたが、

追加実施した事業主及び同僚調査の結果においても、申立人が申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確

認することはできず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6657 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年６月３日から平成９年８月 31 日まで 

  私の厚生年金保険被保険者記録によると、標準報酬月額が、昭和 62

年６月から平成元年 11 月までの期間が６万 8,000 円、同年 12 月から６

年９月までの期間が８万円、同年 10 月から９年７月までの期間が９万

2,000 円となっているが、当時の給与は 40 万円ぐらいであった。申立

期間の標準報酬月額の記録を、当時の給与に合わせて訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、Ａ株

式会社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成９年８月 31 日より

後の同年９月 18 日付けで、申立人が当該事業所で厚生年金保険の被保険

者資格を取得した昭和 62 年６月３日から同資格を喪失した平成９年８月

31 日までの標準報酬月額について、遡って減額処理が行われていること

が確認できる。 

しかしながら、当該事業所に係る商業登記簿謄本によると、申立人は、

申立期間当時、Ａ株式会社の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、上記の標準報酬月額の遡及した減額訂正について認識

しており、保険料の納付について社会保険事務所（当時）の担当者と相談

していたと供述している。 

さらに、申立人は、標準報酬月額の減額処理について、当時、保険料の

滞納が数百万円あり、社会保険事務所の担当者に強引ともいえる態度で押

し切られたと供述していることから、申立人自身の標準報酬月額の減額訂

正に関与していたと推認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



  

申立人は、Ａ株式会社の代表取締役として、自らの標準報酬月額の減額処

理に関与しながら、その処理が有効なものではないと主張することは、信

義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する

必要は認められない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6660 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年９月 14 日から同年 10 月１日まで 

    Ａ所(現在、Ｂ株式会社Ｃ所とＤ株式会社Ｅ支店に分社)の厚生年金保

険被保険者資格の取得日が、昭和 49 年 10 月１日となっているが、同年

９月 14 日に入社し、長女の３か月検診等で保険証を使用したのは間違

いない。在籍証明書を提出するので、調査の上、申立期間について厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の在籍証明書及び株式会社ＦのＧ店から提出された人事記録

(職員の最終勤務地が保管)により、申立人は、申立期間において臨時補充

員として勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、Ａ所を継承するＤ株式会社Ｅ支店は、「事案が古く、保

存文書が無いため、申立人の申立期間に係る保険料の控除及び納付につい

ては不明。」としている上、申立人と厚生年金保険の被保険者資格取得日

が同日で、連絡先が判明した元同僚３人のうち、回答のあった１人は、

「私は、Ｈ員として昭和 49 年９月 25 日に入社したが、厚生年金保険の資

格取得日は同年 10 月１日となっている。事業主からは、厚生年金保険の

加入時期については説明がなかった上、同年９月の保険料を給与から控除

されたかどうかは不明。また、申立人については、覚えていない。給与の

締日は月末で、支払日は昭和の時代は毎月 15 日、それ以降は 18 日と記憶

している。」と供述している。 

   また、Ａ所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人

の資格取得日は、昭和 49 年 10 月１日(取得の受付日は同年 10 月 19 日)と

なっていることが確認できるところ、申立期間については、申立人の氏名



  

は無く、整理番号に欠番も見当たらない。 

   さらに、当該事業所及び元同僚の供述によれば、当該事業所の給与の締

日は月末であることから、昭和 49 年９月の給与は同年 10 月に支給された

と推認できるところ、当該事業所に係る厚生年金保険被保険者で 44 年６

月から 50 年５月までの間に資格取得日がある 53 人のうち 44 人の被保険

者記録は、給与締日後の月初めに資格取得日となっていることが確認でき

る。 

   加えて、申立人は、申立期間に係る給与明細書等の資料が無く、当該期

間に係る厚生年金保険料の事業主による控除は確認できない。 

   このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32 年５月１日から 33 年５月１日まで 

    昭和 32 年５月頃から 33 年４月頃までＡ地Ｂ区にあった有限会社Ｃに

勤務し、Ｄ業務に従事したが、年金記録を確認したところ、同社にお

ける厚生年金保険被保険者記録が無かった。調査と記録の訂正をして

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ地Ｂ区にあった有限会社Ｃに勤務し、Ｄ業務に従事したと

供述しているところ、適用事業所名簿等により、Ａ地Ｂ区に同名の事業所

が確認でき、事業内容や事業主名等が申立人の供述と一致することから、

申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、有限会社Ｃに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を

確認したところ、申立期間に申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

また、上記名簿により、申立期間に厚生年金保険の被保険者記録がある

者を確認したところ、申立人が自分と同じ仕事に従事していたとする同僚

を含む同僚２人についても名前が確認できない。 

さらに、上記名簿において、申立期間及びその前後の期間に厚生年金保

険の被保険者記録があり、所在が確認できた元従業員５人に照会したとこ

ろ、２人から回答があったが、いずれも申立人が有限会社Ｃに勤務してい

たかについては不明としている上、そのうち、経理担当者であった元従業

員は、「Ｂ業務担当については、入社してから１、２年間は見習期間であ

ったため、厚生年金保険には加入させておらず、見習期間が終わった後も、

加入しないことを希望する者については、厚生年金保険に加入させなかっ

た。」と供述している。 



  

加えて、有限会社Ｃは既に廃業しており、事業主の所在も不明であるこ

とから、当時の状況について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6666 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年９月頃から 60 年 12 月頃まで 

    Ａ株式会社Ｂ工場に昭和 59 年９月頃から 60 年 12 月頃までパートタ

イマーとして勤務したが、この間の厚生年金保険の加入記録が無い。

しかし、当時、同じパートタイマーとして一緒に勤務していた同僚に

は厚生年金保険の加入記録があるので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社から提出のあった「パートタイマー退社名簿」により、申立

人が申立期間に同社に勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、Ａ株式会社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票には、申立期間に申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

   また、Ａ株式会社の事業主は、申立期間当時の従業員の厚生年金保険に

関する資料は保存しておらず、申立人の厚生年金保険の加入及び厚生年金

保険料の給与からの控除については不明としている上、同僚からも申立人

の申立期間に係る保険料の事業主による控除についての具体的な供述を得

ることができない。 

   さらに、申立人は、「申立期間当時、当該事業所ではパートタイマーと

して勤務し、健康保険は夫の健康保険の被扶養者であった。」と供述して

いる上、雇用保険の加入記録も無いことから、厚生年金保険の加入条件を

満たしていなかったと考えられる。 

   加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6667 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月 21 日から 42 年 12 月 31 日まで 

    夫の履歴書によると、株式会社Ａが経営するＢに昭和 38 年 10 月から

42 年 12 月まで勤務していたことになっているが、この間の厚生年金保

険の加入記録が無いので、申立期間を被保険者期間として認めてほし

い。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、申立人と一緒に株式会社Ａに勤務していたとする同僚の

供述から、期間の特定はできないものの、申立人が申立期間に同社に勤務

していたことがうかがえる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所は平成６年 11 月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間においては、適

用事業所ではないことが確認できる。 

   また、当該事業所の総務を担当していたとする上記の同僚は、「自分は、

当時株式会社Ａの関連会社である有限会社Ａから出向していたので、厚生

年金保険の被保険者となっているが、株式会社Ａは、申立期間当時は厚生

年金保険の適用事業所ではなかったし、健康保険についても、従業員は、

各自が国民健康保険かＣ組合に加入していたと記憶している。」と供述し

ている。 

   さらに、株式会社Ａの申立期間当時の事業主は既に死亡しており、同社

の厚生年金保険の適用状況等について確認することができない上、申立人

が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた



  

事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   加えて、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6668 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 11 年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

② 平成 15 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

年金事務所の記録では、私のＡ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）に

係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日は平成 11 年 10 月 31 日、Ｃ株

式会社に係る資格喪失日は 15 年 11 月 30 日となっている。 

私は、上記の２社において、それぞれ月末まで勤務し、１日も空ける

ことなく次の会社に転職している。 

第三者委員会で調査の上、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、株式会社Ｂは、当時の資料は既に廃棄処分をし

ている上、当時の事務担当者も亡くなっているため、申立人の申立内容

についての詳細は分からないと回答している。 

また、雇用保険の資格記録によれば、当該事業所に係る申立人の離職

年月日は、平成 11 年 10 月 31 日であることが確認できるものの、申立

人と同様に、厚生年金保険被保険者の資格喪失日と雇用保険の離職年月

日が一致している同僚が確認できること、申立期間当時の同僚に照会し

ても、申立人の申立内容に関する供述を得ることができないことから、

申立人の申立期間①に係る勤務実態について、確認することができない。 

さらに、Ｄ組合、同厚生年金基金及び企業年金連合会の回答によれば、

申立人の当該事業所に係る資格喪失日は、オンライン記録と同じ平成

11 年 10 月 31 日であることが確認できる。 

 



  

２ 申立期間②について、Ｃ株式会社が保管していた申立人の退職届には、

退職年月日について、平成 15 年 11 月 29 日付けとの記入がある上、雇

用保険の資格記録においても、同社に係る申立人の離職年月日は同日で

あることから、申立人の当該期間に係る勤務実態について、確認するこ

とができない。 

また、当該事業所が保管していた給料一覧表からは申立人の申立期間

②に係る厚生年金保険料の控除は確認できない。 

 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案6669 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和41年４月１日から46年３月８日まで 

         ② 昭和46年４月19日から47年８月１日まで 

昭和47年８月に、Ａ株式会社を結婚退職した。退職時、同僚から「今

は、脱退手当金をもらわない方がいい。」と言われたので、請求しなか

ったはずであるが、国の記録によれば、脱退手当金が支給されたとのこ

とである。 

当該記録には納得がいかないので、第三者委員会で調査の上、当該記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、脱退手当金の支給

を意味する「脱」の欄に丸印が記されていることが確認できるとともに、

申立期間に係る脱退手当金の支給額に誤りも無い。 

また、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月半後の昭和48年１

月23日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、申立人は、退職時に同僚から、「今は、脱退手当金をもらわない

方がいい。」と言われたと供述しているところ、当該同僚の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿には「脱」が押印されている上、オンライン記録に

より、当該同僚の脱退手当金は、昭和48年２月13日に支給決定されている

ことが確認できる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6670 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年４月５日から 37 年７月 15 日まで 

           ② 昭和 37 年７月 17 日から 38 年７月６日まで 

           ③ 昭和 38 年７月６日から 45 年２月 16 日まで 

  平成 15 又は 16 年頃、年金の知らせが届き、申立期間が脱退手当金で

処理されていることを初めて知った。しかし、当時のことを思い出して

みたが、受け取った覚えが全く無い。Ａ株式会社を退職（昭和 45 年２

月 16 日）の２日後に私は、夫のＢ市Ｃ町の社宅に結婚（式は同年 10 月

＊日）のため転居している。同年５月８日に脱退手当金が支給されてい

るという記録が残されているとの話だが、納得がいかない。調査をして、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   Ｄ株式会社、Ｅ株式会社及びＡ株式会社の各事業所別被保険者名簿には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が、各々、確認できる。 

 また、最終事業所であるＡ株式会社の厚生年金保険被保険者資格喪失日

（昭和 45 年２月 16 日）から約３か月後に脱退手当金の支給が決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

 さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

  これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6671 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 昭和 47 年 10 月１日から 48 年５月 26 日まで 

  今回、年金事務所に出向いて、Ａ株式会社、株式会社Ｂ、そして、Ｃ

株式会社が脱退手当金で処理されていたことを知った。私は、確かに、

友人の勧めで脱退手当金を受給したが、Ｃ株式会社に就職する前に受け

取ったと記憶している。株式会社Ｂを退職した後、脱退手当金の話を聞

いて、手続をして受け取った。その後に、その友人とＣ株式会社に入り

一緒に働いた。その友人も３年前に急死してしまい、証言がもらえなく

なってしまったが、私は、嘘は言っていない。調査をして、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、株式会社Ｂを退職後、友人から脱退手当金の話を聞き、同社

及びＡ株式会社に係る期間について受給手続をした記憶があるとしている

ところ、オンライン記録上、申立期間も含めて脱退手当金が支給されたこ

とになっている上、両方の期間を基礎とした脱退手当金の支給金額に計算

上の誤りは無く、Ｃ株式会社に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日（昭

和 48 年５月 26 日）の約５か月後支給決定（昭和 48 年 10 月 19 日）され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、脱退手当金支給決定日の約１か月前の昭和 48 年９月 28 日に、申

立人の、Ｃ株式会社における厚生年金保険被保険者記号番号の重複取消処

理が行われていることが確認できることを踏まえると、脱退手当金の請求

に併せて当該重複取消処理が行われたと考えるのが自然である。 



  

そのほかに、申立期間について、脱退手当金を受給していないことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6672 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 17 年６月１日から 19 年４月１日まで 

             ② 昭和 20年 11月１日から 21年 10月７日まで 

申立期間①については、Ａ学校（Ｂ区）を卒業してすぐにＣ株式会社

Ｄ工場（現在は、Ｅ株式会社）に入社した。また、申立期間②について

は、同社からＦ（Ｂ区Ｇ地）に出向し、Ｈ業務をしていた。 

以上のとおり、昭和 17 年から定年退職した平成元年まで一貫して同

社に勤務し、厚生年金保険料を控除されていたはずである。 

第三者委員会で調査の上、申立期間について厚生年金保険被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人はＣ株式会社Ｄ工場に継続して勤務して

いたと主張しているが、Ｅ株式会社は、「申立人の退職当時の担当者が

記したメモによると、申立人の入社日は昭和 19 年４月１日と記入され

ている。」と回答していることから、当該期間に係る勤務実態について、

確認することができない。 

また、申立人が保管する昭和 27 年５月８日に再交付された厚生年金

保険被保険者証により、申立人の資格取得日は 19 年４月１日であるこ

とが確認できる上、健康保険労働者年金保険被保険者名簿により、同日

に資格を取得した 24 人（申立人を含む）は、厚生年金保険被保険者記

号番号を連番で取得していることが確認できる。 

さらに、当該期間、当該事業所において厚生年金保険の被保険者資格

を取得している者の中に、申立人の氏名は確認できない。 

 



  

２ 申立期間②については、適用事業所名簿及びＥ株式会社のホームペー

ジにより、Ｃ株式会社は、昭和 20 年当時、Ｉ株式会社として改称して

いることが確認できるところ、Ｉ株式会社Ｊ工場に係る健康保険労働者

年金保険被保険者名簿によれば、申立人が 19 年４月１日に厚生年金保

険の被保険者資格を取得した記載のあるページとその前のページにおい

て、被保険者記録が申立人を含め 60 人確認できるところ、申立人と同

日（昭和 20 年 11 月１日）に被保険者資格を喪失している同僚は 32 人

確認できる。 

また、前述の同僚のうち申立人と厚生年金保険被保険者資格取得日及

び喪失日が同じ同僚二人（いずれも昭和４年生まれ）は、「申立人のこ

とは覚えている。昭和 20 年 11 月頃会社は一旦解散したために、解雇と

なった。」と供述していることに加え、別の同僚（昭和３年生まれ、資

格取得日は 17 年４月２日、同喪失日は 20 年 11 月１日）は、「昭和 20

年 11 月頃に、会社から休職するように言われ、田舎であるＫ地に戻っ

た。その後、約１年後にＣ株式会社に復職した。」と供述している。 

さらに、前述の供述が得られた同僚３人は、厚生年金保険被保険者台

帳（旧台帳）及びオンライン記録により、昭和 21 年５月１日、同年 10

月７日及び 22 年４月１日付けで、それぞれ申立人と同様、Ｉ株式会社

Ｊ工場において、再度厚生年金保険の被保険者資格を取得していること

が確認でき、また、回答が得られなかった別の同僚の一人は、Ｃ株式会

社Ｄ工場（又は、Ｉ株式会社Ｊ工場）において厚生年金保険の被保険者

資格を喪失した月と同月である 20 年 11 月 17 日に、別の事業所（Ｌ

市）において被保険者資格を取得していることが確認できる。 

加えて、申立期間②にＩ株式会社Ｊ工場において厚生年金保険の被保

険者資格を取得している者の中に、申立人の氏名は確認できない。 

なお、申立人は、申立期間②は、Ｆ（現在は、Ｍ株式会社）に出向し

ていたと主張しているところ、Ｅ株式会社は、「資料が無いため、申立

人を在籍のまま出向させたかどうかについては不明である。現在はＦの

関係会社への出向は無い。」と回答している。 

 

３ このほか、Ｅ株式会社は、両申立期間について、当時の賃金台帳等が

無いため、申立人の給与から厚生年金保険料を控除したかについては不

明であると回答しているほか、申立人の両申立期間における厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6677 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②及び③について、その主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年６月から同年９月まで 

             ② 昭和 56 年 10 月から 58 年７月まで 

             ③ 昭和 60 年１月 

    昭和 56 年６月頃から株式会社Ａに勤務したが、厚生年金保険の加入

が同年 10 月からになっているため、申立期間①の被保険者記録が無い

上、申立期間②の同社での実際の給与額に比べて標準報酬月額が低い。

また、Ｂ社（現在は、Ｃ株式会社）での勤務期間の中で、申立期間③は、

実際の給与に比べて標準報酬月額が低いので、調査の上、記録を訂正し

てほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「昭和 56 年６月頃に株式会社Ａに

入社した。」と主張しているところ、申立人が保管する預金通帳の給与

振込の記録によれば、同年７月 15 日から、同社より給与が振り込まれ

ていることが確認できることから、申立人は同年６月頃から同社に勤務

していたものと推認される。 

  しかしながら、雇用保険の記録によれば、申立人の株式会社Ａにおけ

る被保険者資格の取得日は昭和 56 年 10 月６日であり、厚生年金保険の

被保険者資格の取得日と同日であることが確認できる。 

  また、申立人と同日に、申立人と同じ標準報酬月額８万円で株式会社

Ａに係る被保険者資格を取得した同僚が、「私も入社後３か月経過後に

資格取得している。」と供述している上、Ｄ市が発行した国民健康保険

税の納税通知書兼領収書によれば、申立人は昭和 56 年度第２期分（56



  

年７月から同年９月まで）の国民健康保険税を納付していたことが確認

できることから、56 年９月までは申立人が政府管掌健康保険に加入し

ていない可能性が高く、厚生年金保険にも加入していなかったことが推

認される。 

さらに、同社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立期間①にお

いて申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号にも欠番は見当た

らない。 

加えて、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資

料を保持しておらず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、「当時の給与振込の記録によれば、

標準報酬月額を上回る給与が振り込まれている。」と主張しており、当

該振込記録によれば、オンライン記録上の標準報酬月額を上回る給与が

振り込まれていることが確認できる。 

しかしながら、株式会社Ａにおいて申立人と同じ昭和 56 年 10 月６日

付けで同額の標準報酬月額で被保険者資格を取得し、57 年 10 月以降も

被保険者資格が継続している女性従業員８人について標準報酬月額の推

移を確認したところ、同年８月の随時改定、又は同年 10 月の定時決定

時に増額処理された者が３人、全く変更されなかった者が５人確認でき

ることから、同社においては、入社後一律に標準報酬月額の増額改定が

なされていなかったことがうかがえる。 

また、申立人と同日に被保険者資格を取得していた当時の同僚によれ

ば、「実際の給与は手取りで 10 万円以上もらっていた。」「標準報酬

月額は実際の給与より低かった。」と申立人と同様の供述をしているこ

とから、株式会社Ａでは、実際に支払っていた給与より低い標準報酬月

額を届け出ていたことがうかがえる。 

なお、商業登記簿によれば、株式会社Ａは、平成 21 年３月＊日に破

産手続が開始されていることが確認でき、当時の事業主は「当時の給与

は、基本給に歩合給が加算されていた。」と供述している上、当時の経

理担当の取締役は、「給与からの保険料控除は、記録上の標準報酬月額

に見合う額だった。」と供述しているが、標準報酬月額の改定の経緯に

ついて確認することができなかった。 

 

３ 申立期間③について、申立人は当該期間の給与振込を確認できる金融

機関の預金通帳を保管しており、「昭和 59 年８月から 60 年１月までＢ



  

社に勤務したが、勤務期間の中で、60 年１月分の給与は、記録上の標

準報酬月額 14 万 2,000 円を大幅に超えているので、同月の標準報酬月

額を訂正してほしい。」と主張している。 

しかしながら、申立人が所持する退職給与明細書（Ｂ社Ｆ課発行）に

よれば、退職時（昭和 60 年１月）の社会保険料控除金として「10,153

円」と記載されているが、この金額は、標準報酬月額 14 万 2,000 円に、

当時の厚生年金保険料率（9.3％：本人負担分 4.65％）及びＧ組合の保

険料率（７％：本人負担分 2.5％）で算出された保険料の合計額と一致

することが確認できることから、昭和 60 年１月の厚生年金保険料は標

準報酬月額 14 万 2,000 円に見合う保険料額であったものと推認される。 

また、オンライン記録によれば、申立人と同じ昭和 59 年８月１日に

Ｂ社に係る被保険者資格を取得し、取得時の標準報酬月額が 14 万

2,000 円だった者のうち、60 年１月時点で増額改定された者は無く、増

額改定は同年８月の随時改定で行われていることが確認できる。 

なお、Ｃ株式会社は、「当時の人事資料は現存しておらず、不明であ

る。」と供述している上、複数の同僚も「標準報酬月額の決定の経緯等

は不明。」と供述していることから、標準報酬月額の改定等の経緯につ

いては不明である。 

 

４ 申立期間②及び③について、オンライン記録によると、当該標準報酬

月額の処理において、遡って訂正されるなどの不自然な事務処理は見ら

れない。 

また、申立人が所持していた給与振込額が記載された預金通帳の写し

によれば、申立期間②について株式会社Ａからの給与振込が、申立期間

③についてＢ社からの給与振込が確認できるが、基本給、残業手当、歩

合給の具体的な金額、基本給の改定時期や所得税等の控除額が不明であ

るなど、不確定要素が多いため、当該振込額から厚生年金保険料を正確

に算定することは困難である。 

このほかに、申立期間②及び③において申立人が主張する標準報酬月

額に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実

を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立てに係る事実を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、両申立期間において、厚生年金保険被保険者として、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を両事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6679 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年２月 21 日から同年８月 20 日まで 

             ② 昭和 58年 10月 30日から 59年４月 11日まで 

  Ａ株式会社の事業主として、両申立期間とも継続して勤務し途中で脱

退したことは無いのに、年金事務所の記録では、この期間の厚生年金保

険の被保険者記録が無いことが分かった。調査し、厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

  （注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和 57 年２月 21 日（Ａ株式会社が

最初に健康保険厚生年金保険の適用事業所でなくなった日）以後は、健

康保険任意継続被保険者資格取得申出書を提出し、同日から 59 年２月

20 日までの２年間について、健康保険任意継続被保険者となっている

ことが、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票から確認できる。  

  なお、当該事業所において昭和 57 年２月 21 日付けで被保険者資格を

喪失した被保険者（申立人を含む）32 人を調査したところ、このうち、

28 人は、申立人と同様に同日から健康保険任意継続被保険者となって

いることが確認できる。     

  また、当時の同僚 11 人に照会したところ、６人から回答があり、こ

のうち４人は、「社会保険の脱退手続及び健康保険、厚生年金保険の任

意継続被保険者の手続等は、事業主である申立人が行った。」と回答し

ている。 

  さらに、当該事業所担当の社会保険労務士は、既に亡くなっており、



  

当時の社会保険事務手続についての供述を得ることができない上、担当

の公認会計士も、「事務手続については、社会保険労務士に一任し、銀

行取引等経営上の諸問題については指導していた。」と回答している。 

    

２ 申立期間②について、申立人は、第４種被保険者の資格喪失日である

昭和 58 年 10 月 30 日から 59 年２月 20 日までの期間は、前述のとおり

健康保険任意継続被保険者となっていることが確認できる。  

また、申立人は、第４種被保険者の資格喪失日（昭和 58 年 10 月 30

日）以後、Ａ株式会社が再び健康保険厚生年金保険の新規適用事業所

（昭和 59 年４月 11 日）になるまでの期間について、厚生年金保険及び

国民年金の被保険者記録は無く、厚生年金保険料の控除も確認すること

ができない。 

 

３ このほか、申立人の両申立期間において厚生年金保険料を事業主より

給与から控除されていることを確認できる給与明細書等の資料も無い上、

雇用保険の被保険者記録は無いことから、当該期間の勤務実態について

は不明であり、また、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6680 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年３月 16 日から 48 年９月１日まで 

             ② 昭和 57 年２月 21 日から 59 年４月 11 日まで 

  Ａ株式会社の事業主の妻として、社会保険労務士及び公認会計士にお

願いしながら、給与関係、一般経理等を担当していた。このため、両申

立期間とも継続して勤務し途中で脱退したことも、任意継続被保険者に

なったことも記憶に無いが、年金事務所の記録では、この期間の厚生年

金保険の被保険者記録が全て無い期間と、一部の期間については任意継

続被保険者期間になっていることが分かった。調査し、厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ株式会社に昭和 45 年１月１日付

けで資格を取得し、47 年３月 16 日に資格を喪失するまで２年２か月間

勤務しているものの、同年４月 20 日に健康保険被保険者証を返納して

いる上、48 年９月１日付けで当該事業所に再取得するまでは被保険者

記録が無いことが、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票から確

認できる。 

  また、当該事業所に係るオンライン記録に申立人の厚生年金保険の被

保険者記録は無く、前後の期間の健康保険証の整理番号に欠番も無い。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、昭和 57 年２月 21 日（Ａ株式会社が

最初に健康保険厚生年金保険の適用事業所でなくなった日）以後は、健

康保険任意継続被保険者資格取得申出書を提出し、同日から 59 年２月

20 日までの２年間について、健康保険任意継続被保険者となっている

ことが、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票から確認できる。  

  なお、当該事業所において昭和 57 年２月 21 日付けで資格を喪失した



  

被保険者（申立人を含む）32 人を調査したところ、このうち、28 人は、

申立人と同様に同日から健康保険任意継続被保険者となっていることが

確認できる。     

  また、当時の同僚 11 人に照会したところ、６人から回答があり、こ

のうち４人は、「社会保険の脱退手続及び健康保険、厚生年金保険の任

意継続被保険者の手続等は、事業主が行った。」と回答している。 

  さらに、当該事業所担当の社会保険労務士は、既に亡くなっており当

時の社会保険事務手続についての供述を得ることができない上、担当の

公認会計士も、「事務手続については、社会保険労務士に一任し、銀行

取引等経営上の諸問題については指導していた。」と回答している。 

加えて、申立人は、厚生年金保険についても、昭和 57 年２月 21 日ま

での当該事業所における被保険者期間は 127 か月あり、厚生年金保険の

老齢年金の受給権(35 歳以後の期間が 15 年)を確保するため、同日から

６か月以内に第４種被保険者(任意継続被保険者)の資格取得の申出をし、

同年８月 20 日から 58 年 10 月 30 日まで（14 か月）は、第４種被保険

者になっていることが、申立人の第４種被保険者原票及びオンライン記

録から確認できる。 

  なお、前述の 32 人の被保険者のうち、申立人と同様に、資格喪失後

６か月以内に申出をし、厚生年金保険の第４種被保険者になった人は

13 人おり、このうち、申立人と同じ昭和 57 年８月 20 日付けで被保険

者になっている人は 11 人いることが、当該同僚に係る第４種被保険者

原票及びオンライン記録からも確認できる。 

また、申立人は、第４種被保険者の資格喪失日（昭和 58 年 10 月 30

日）以後、当該事業所が、再び健康保険厚生年金保険の新規適用事業所

（59 年４月 11 日）になるまでの期間は、厚生年金保険及び国民年金の

被保険者記録は無い。 

 

３ このほか、申立人の両申立期間において厚生年金保険料を事業主より

給与から控除されていることを確認できる給与明細書等の資料も無い上、

雇用保険の被保険者記録は無いことから、当該期間の勤務実態について

は不明であり、また、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6681 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30 年 10 月３日から 33 年４月 12 日まで 

           厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間の年金記録が無

いことが分かった。申立期間は、Ａ市（現在は、Ｂ市）の「Ｃ」とい

うＤ店に勤務していた。当該事業所には、住み込みの女性従業員が 10

人余りいた。近くに新しいＤ店が開業し、当該事業所の営業内容が変

わったので退社したが、その際に、担当の者から年金に関する大事な

書類だと言われて 10 センチ四方の白い紙を渡された記憶があるので厚

生年金被保険者期間があるはずである。申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立期間について、申立人は、申立事業所はＡ市にあった「Ｃ」とい

うＤ店であったと主張しているが、オンライン記録の検索及び健康保険

厚生年金保険適用事業所名簿には該当する事業所は見当たらない上、Ｅ

団体は「昭和 62 年以前については関係資料が保管されていないため申立

事業所の登録について確認できない。」と回答している。 

   また、Ｆ商工会議所から紹介された、申立事業所の所在地近隣の商店に

照会したところ、「申立事業所が所在したと思われる場所は２回ほど火事

があり、焼失した家屋も多く古い建物は残っていない。申立ての事業所に

ついては記憶が無い。」と回答している。 

さらに、申立人が記憶している３人の同僚については、オンライン記録

において該当者が確認できない上、申立人は、事業主の氏名を記憶してい

ないことから、申立期間における勤務実態及び事業主による厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 



  

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6682（事案 2709、4232、5255 及び 5256 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 53 年７月から 56 年４月まで 

② 昭和 57 年 10 月から 59 年９月まで 

③ 昭和 59 年 10 月 10 日から平成６年 10 月９日まで 

申立期間①については、Ａ区Ｂ地にあるＣ株式会社に勤務した。申立

期間②については、Ｄ区の有限会社Ｅに勤務した。申立期間③について

は、Ｄ区の株式会社Ｆに勤務した。新たな証拠等は無いが、全ての申立

期間について、事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていた

ことは確かであり、前回までの申立てについての判断に納得できない。

年金手帳を失くしてしまったため申立事業所には新規の番号で加入した。

申立期間③については、Ｇ地の番号「＊」で加入したので調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、ⅰ）雇用保険の被保険者記録は確認されず、商

業登記簿謄本及びＨ団体への照会においても当該事業所が確認できない上、

申立人は事業主の名前及び同僚を記憶していないことから照会をすること

ができなかったこと、ⅱ）オンライン記録において、申立事業所が厚生年

金保険の適用事業所であったことが確認できなかったこと、申立期間②に

ついては、ⅰ）オンライン記録において申立事業所が厚生年金保険の適用

事業所であったことが確認できない上、事業主は、「申立人は、申立期間

に勤務していたが、事業所は設立当初から業績が悪く、厚生年金保険を含

む社会保険の適用事業所の届出をしていない。」と供述していること、

ⅱ）申立人は、同僚の名前を記憶していないことから同僚照会をすること

ができず勤務の実態を確認できないこと、申立期間③については、ⅰ）事



  

業主は「申立期間当時、勤務者の中には厚生年金保険料を含む社会保険料

を給与から控除されることにより手取額が少なくなることを嫌う例があっ

たことから、入社時に厚生年金保険被保険者資格の取得を任意に選択させ

ていた。」旨を供述している上、同僚二人は「当該事業所は、厚生年金保

険の被保険者資格の取得は、任意加入であった。」旨を供述していること、

ⅱ）当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期

間に申立人の名前は確認できず、健康保険の整理番号にも欠番は無い上、

社会保険事務所（当時）の記載に不自然さも見られないことのほか、申立

期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除を

確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないとして、既に当委員会の

決定に基づく平成 22 年３月 18 日付け、同年 10 月６日付け及び 23 年３月

30 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立期間①及び②について、申立人から新たな資料の提出は無く、

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

   また、申立期間③については、申立人から申立事業所を住所とする運転

免許証の提出がされているが、当該資料から申立人が申立事業所に勤務し

ていたことは推認できても、厚生年金保険料の控除を確認することはでき

ない。 

   さらに、申立人が所持する年金手帳に手書きで「＊」と記載されている

ことから、申立人は、申立人に付与された厚生年金保険の記号番号である

と主張していることについて、前回までの調査で、同記号番号はＧ地Ｉ社

会保険事務所（当時）が割り振られた記号番号と確認できるが、同事務所

は払出しをしておらず「該当する被保険者が存在していない。」と回答し

ているところ、今回の調査で、同記号番号は、Ｊの番号と同じであること

が判明した。 

   このほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見つからない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6686 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年１月６日から平成 19 年８月１日まで 

    昭和 31 年から有限会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に勤務していたが、

源泉徴収票に記載されている支払金額に比べて国の記録の標準報酬月額

が低いのではないかと思うところがあるので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は申立期間に係る標準報酬月額の相違を主張しているが、有限

会社Ａの当時の代表取締役は、平成 14 年よりも前の給与明細書等の資料

については保存されておらず確認できないが、申立期間当時の申立人の報

酬月額は正しく届け出ており、保険料は届け出た標準報酬月額に基づき控

除していたと回答している。 

また、有限会社Ａは昭和 47 年から社会保険関係の届出については社会

保険労務士事務所に委託しているところ、同事務所では平成 18 年より前

の書類は保存されていないが、同社の届出については適正に行っていると

している。 

さらに、複数の同僚は、有限会社Ａに係る厚生年金保険の記録について

疑問に感じるところはないと供述している上、申立人から提出のあった平

成 14 年１月から 19 年７月までの各月の給与明細書及び 16 年から 18 年ま

での間に支給された賞与に係る明細書、事業所から提出のあった 15 年に

支給された賞与に係る明細書それぞれに記載されている報酬月額及び保険

料控除額に見合う標準報酬月額及び標準賞与額は、オンライン記録により

確認できる標準報酬月額及び標準賞与額と一致することが確認できる。 

加えて、申立人から源泉徴収票の提出があった期間のうち、昭和 44 年



  

から平成 13 年までについては、給与明細書等の資料が無く、毎月の給与

支給額を確認することができない上、記載されている社会保険料等の額は、

おおむねオンライン記録の標準報酬月額に基づいた社会保険料額に一致す

る。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6687 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年１月 26 日から 12 年 10 月１日まで 

日本年金機構から「年金加入記録のお知らせ」が来たが、申立人であ

る私の夫の記録が誤っていることを知った。Ａ株式会社に勤務していた

平成 10 年１月から 12 年９月までの標準報酬月額と比べて、実際に夫か

ら受け取っていたその当時の給与の方が多かったので記録がおかしい。

申立期間について、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所（当時）のオンライン記録によると、申立期間の標準報

酬月額については、当初、平成 10 年１月 26 日から 11 年 10 月１日までは

44 万円と記録されているところ、11 年８月 17 日付けで、10 年１月まで

遡って 20 万円に引き下げられ、11 年 10 月１日から 12 年 10 月１日まで

は 11 年 10 月１日の定時決定により標準報酬月額が 20 万円となっている

ことが確認できる。 

   しかしながら、Ａ株式会社に係る閉鎖登記簿謄本から、申立人が前述の

遡及訂正処理時において当該事業所の代表取締役となっていることが確認

できる。 

   また、社会保険事務所のＡ株式会社に係る滞納処分票により、同社は平

成９年度から保険料の滞納が始まり、分割納付を行っているものの、最終

的に 15 年３月 25 日に保険料の納付ができないことから、不納欠損処分と

なっていることが確認でき、申立期間当時、同事務所から保険料納付を強

く要請されていたものと推認できるとともに、社会保険事務所との折衝に



  

申立人が当たっていたことが記録されている。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処

理の無効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準報酬

月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

   一方、申立期間のうち平成 12 年１月から同年９月までの期間に係る標

準報酬月額について、申立人の妻は「申立期間当時は株式会社Ｂからも給

与を頂いていたので、Ａ株式会社の給与と合わせれば、記録にある標準報

酬月額よりも高かった。」と主張しているが、株式会社Ｂにおいて申立人

は 10 年１月 26 日に資格喪失しているとともに、同社は申立人が資格喪失

日した同日で厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている。 

   また、Ａ株式会社が決算書の作成や法人税申告等を委託していたＣ所が

提出した申立人の「平成 12 年分の所得税の確定申告書」の社会保険控除

額（平成 12 年１月から同年 12 月まで）を検証すると、当該社会保険料控

除額はオンライン記録の標準報酬月額である 20 万円に見合った厚生年金

保険料控除額及び健康保険料控除額の合計額に一致する。 

   これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として平成 12 年１月から同年９月までの

期間について、その主張する標準報酬月額に見合った厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6688 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月１日から 28 年４月１日まで 

昭和 25 年か 26 年頃に、Ａ市のＢ株式会社に就職し、29 年９月まで

正社員として勤務していたが、日本年金機構の記録では、28 年４月１

日から 29 年９月 30 日までの期間だけ被保険者期間となっており、その

前の期間は被保険者期間となっていない。年金事務所から、当該事業所

が厚生年金保険の適用事業所となったのは 26 年４月１日と説明を受け

たので、空白期間のうち、26 年４月１日から 28 年４月１日までの期間

を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、「Ｂ株式会社が厚生年金保険の適用事業所となったのは

昭和 26 年４月１日であると年金事務所から説明を受けたので、25 年秋頃

から同社に勤務していた夫の厚生年金保険被保険者期間は、26 年４月１

日からだと思う。」と主張している。 

しかしながら、Ｂ株式会社の厚生年金保険の適用状況を確認したところ、

オンライン記録及び事業所名簿では、当該事業所の新規適用は昭和 26 年

４月１日となっているものの、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿によると、28 年４月１日に、事業主を含む 17 人が被保険者資

格を取得していることが確認でき、健康保険証番号１番から連番である上、

当該事業所において 26 年４月１日に資格を取得した被保険者に関する記

録は確認できない。 

また、申立人及び多数の同僚の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及



  

び厚生年金保険被保険者手帳記号番号払出簿における資格取得日は、いず

れも昭和 28 年４月１日であることが確認できることから、Ｂ株式会社が

厚生年金保険の適用事業所となったのは、26 年４月１日ではなく 28 年４

月１日であったものと推認される。 

さらに、当該事業所は、「申立人の申立期間の勤務実態や厚生年金保険

料の控除については、当時の資料の保存が無く不明である。」としている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

 

    

 



  

埼玉厚生年金 事案 6689（事案 1426 及び 4351 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 22 年 11 月１日から 24 年３月 15 日まで 

Ａ株式会社には、昭和 22 年 10 月にＢ株式会社を退職直後の同年 10

月に友達の紹介で入社しており、在職中は厚生年金保険に加入していた

と思われるので、第三者委員会に申立期間の被保険者記録の訂正を申し

立てたが、申立ての事実が確認することができないとの理由で申立ては

認められなかった。また、再申立ても、新たな資料等は何も無いとして

認められなかった。 

今回、昭和 22 年 11 月１日入社と記載された在職証明書が見つかった

ので、改めて申立てを行うので、認めてもらいたい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立期間については、申立人が提出したＡ株式会社からのものとして

いる昭和 28 年６月 27 日付けの申立人の（５年）勤続表彰状から、期間

は特定できないものの、申立人が申立期間に当該事業所に勤務したこと

が推認できるが、同事業所は申立人の申立てどおりの厚生年金保険の資

格取得、資格喪失届出、保険料の納付等については不明であるとしてい

ること、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳及び申立事業所のもの

であると認められる健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人の厚生年金保険の資格取得日はいずれも 24 年３月 15 日であることが

確認できること、同時期に申立事業所に勤務していたと思われる複数の

同僚は、申立事業所での在籍を供述しているが、その時期、期間等は不

明としており、申立内容の確認ができないことなどとして、既に当委員

会の決定に基づく平成 21 年８月 24 日付け年金記録の訂正は必要ではな

いとする通知が行われている。 



  

    また、申立人は、「前回の申立ての際に第三者委員会に提出している

当該事業所の勤続表彰状からも申立期間に勤務していたことは明らかな

ので、再度調査して被保険者期間として認めてほしい。」として再申立

てを行っているが、新たな資料の提示が無い上、当委員会において再度

確認したところ、同事業所の昭和 28 年７月当時の就業規則において、

「会社は就職を希望する者に対して必要に応じて選考を行い、１年以内

の契約期間を定め、臨時員として採用する。」と規定されていることか

ら、同事業所においては、全ての従業員を入社と同時に厚生年金保険に

加入させる取扱いではなかったことがうかがわれることなどとして、平

成 22 年 10 月５日付け年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行わ

れている。 

    今回、申立人は、「昭和 22 年 11 月１日入社と記載された 31 年８月

21 日付けの在職証明書が見つかった。」として、再調査を希望し再々

申立てを行っている。 

そこで、同事業所に当該在職証明書について照会したところ、「在職

証明書は本人からの要求に応じて発行されているものであり、当時も発

行されていたと推測はできるが控え等もなく断定できず、当社で発行し

たものかどうか不明。」と回答しているが、当該在職証明書の用紙は

「Ａ株式会社 31．1．100」と記載されていることから、同事業所にお

いて当時使用されていたものと考えられ、添付されているＣ校（現在は、

Ｄ大学）の卒業証明書について、その証明日が在職証明書発行日の前日

になっていることを踏まえると、当該在職証明書は、同事業所発行のも

のと認められるものの、申立期間の勤務については、当初の申立て及び

再申立ての際にも当委員会において、期間は特定できないものの推認し

てきたところであり、当委員会の決定を変更すべき新たな事情とは認め

られない。 

一方、当委員会において改めて同僚照会を行ったところ、一人から

「申立人は、自分が入社した昭和 22 年 10 月 16 日の数日から数週間後

に入社した。」との供述が得られたが、同人を含む４人について、自身

の入社日の供述と厚生年金保険の資格取得日の間に６か月から 24 か月

の相違があることから、申立期間当時、同事業所においては、全ての従

業員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったこと

がうかがえる。 

このほか、当委員会の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人は、厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めること

はできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6690 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

             

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年８月 16 日から 39 年 10 月 15 日まで 

         ② 昭和 39 年 11 月１日から 42 年８月 28 日まで  

    社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したところ、Ａ株式会社と

株式会社Ｂでの被保険者期間は、脱退手当金を受給した記録となってい

ると説明を受けたが、脱退手当金を受け取った記憶は無いので、厚生年

金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の株式会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期

間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 42 年 10 月 18 日に支給決

定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、申立期間前のＣ団体の被保険者期間（昭和 34 年１月

に厚生年金保険から後述のＤ団体に移管）及びＤ団体の組合員期間につい

ては、退職一時金を受給しており、申立期間の脱退手当金を受給すること

に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無い

というほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


